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4 波力発電システム 

波力発電は、様々なアイデア創造を含めて、研究開発の途上にある。このため、基本原理は流

体力学等に立脚するものの、統一的あるいは慣用的な方法論は確立していない。このため、施工

技術や維持管理技術を細かく議論する段階には至っていない。ここでは、基礎原理に軸足をおい

た説明になるが、開発の方向性を感じ取ってほしい。 

この分野の概略については、「4.1 概説」のみを読んでいただければこと足りる。もう少し解析

的に勉強したい読者は、各論に進んでいただきたい。 

4.1 概説 

4.1.1  技術の歴史 

19 世紀の末ごろから波のエネルギーを利用した波力発電装置（WEC : Wave Energy 

Converter）の開発が進められてきた。例えば図 4.1.1 に示すような波による上下動を油圧ポ

ンプの動力に変換するアイデアが特許として示されている。また、フランスのボルドーでは、

図 4.1.2 に示すような振動水柱型波力発電装置の開発が行われた実績がある。 

 

 

図 4.1.1 波力発電初期のアイデア 
（出典：益田善雄、1987） 
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図 4.1.2 Bouchaux-Praceique での振動水柱型波力発電試験 
（出典：益田善雄、1987） 

 

我が国においては、益田善雄が 1940 年代頃から波力発電装置の開発に精力的に取り組ん

だ。海軍所属であった益田は、船のホギング（hogging）、サギング（sagging）の原理を応用

し、長浮体の折れ曲がり運動を発電機の回転に伝達する方式（後述の Pelamis の方式）で 1947

年には実海域試験を行っている。 

さらに益田は、1957 年に神奈川県小田原市国府津の海岸にて図 4.1.3 に示す前後係留式浮

体型波力発電装置の試験を行った。この方式は、フロートの主に前後揺れ（図の左右方向）

をワイヤーロープの運動に変換して発電するもので、最終的には 50W の発電に成功してい

る。 

 

 

図 4.1.3 前後係留式浮体型波力発電装置 
（出典：益田善雄、1987） 

 

その後、波の変位を機械的に発電機構（PTO : Power Take Off）に伝達する方式の困難さ

もあり、益田は空気タービン式、現状の振動水柱型波力発電方式の検討を精力的に行った。

具体的には、図 4.1.4 に示す 4 枚弁式波力発電装置を開発した。波の往復運動により発電装

置内部の空気に往復運動が生じるが、4 枚の弁（図中の弁 1～弁 4）をたくみに配置して、こ

れを同一方向の空気の流れに変換し、同一方向にタービンを回転させる機構を考案した。

500W の発電機を用い、神奈川県横須賀市の観音崎にて波高 2m の波の中で 400W の発電を

記録した。 
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図 4.1.4 4 枚弁式波力発電装置 

（出典：益田善雄、1987） 

 

本方式は、海上保安庁灯台部でも採用され航路標識ブイ（図 4.1.5）に波力による電力供給

が行われた。最終的には 1000 基以上の航路標識ブイで利用された。参考までに、長さ 7.5m

の模型による水槽試験から求めたエネルギー吸収効率（energy absorbing efficiency、入射波

のエネルギーに対する吸収エネルギーの比）を図 4.1.6 に示す。 

 

 
図 4.1.5 益田式航路標識ブイ 

（出典：高橋重雄、1993） 
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図 4.1.6 益田式波力発電装置のエネルギー吸収効率 
（出典：Miyazaki T. et al.、1978） 

 

第一次オイルショック（1973 年）の後、自然エネルギー活用の気運が高まり、世界的にも

波力発電装置の検討が各国で行われる状況となった。例えば 1974 年には英国エジンバラ大

学の Stephen Salter 教授は、図 4.1.7 に示すような水面付近で波力により動揺する Salter's 

Duck と呼ばれる波力発電装置を検討した。 

 

 

図 4.1.7 Salter's Duck 試験状況 
（出典：HOW STUFF WORKS ウェブサイトの図を一部改変） 

 

図 4.1.8 に示すように、Salter's Duck の形状は、波下側（図中、Stern。以下同じ）は回

転中心を中心にした円弧であり、波上側（Paunch）は指数関数である。突出部（Beak）に波

の山が来れば右回転し、谷が来れば左回転する。この回転運動をエネルギーに変換する。エ

ネルギー吸収効率を図 4.1.9 に示す。理論上は最適点で吸収効率が 100%に達することから

吸収効率は非常に優れているといえる。 

  

Salter's

Duck
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図 4.1.8 Salter's Duck の可動イメージ 
（出典：Paul A. Lynn、2014） 

 

 
図 4.1.9 Salter's Duck のエネルギー吸収効率 

（出典：前田久明、木下健、1979） 

 

図 4.1.9 において、縦軸はエネルギー吸収効率を表し、 )50(/ 2 LVρga.PQ g で定義さ

れている。ここで、 P は発電のための油圧装置の油圧、Q は油圧流量、  は流体密度、 g

は重力加速度、aは入射波振幅、 g
V は波の群速度、 L は浮体の長さである。横軸は無次元化

された波周波数である。また、曲線 は実験値を滑らかに結んだものであり、 max は理論

的な最大値である。 

 

 

図 4.1.10 大型波力発電リングブイ構想と海洋科学技術センターでの試験の様子 
（出典：益田善雄、1987） 
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我が国においても波力発電に対する関心の高まりから旧防衛省、海洋科学技術センター（現

在の国立研究開発法人海洋研究開発機構、JAMSTEC）の試みにより直径 100m、4000kW 発

電を空気タービンにより行うリングブイ構想の研究開発が行われた（図 4.1.10）。 

その後の発展として、実海域での本格的な波力発電装置の研究開発が海洋科学技術センタ

ーにより行われた。具体的には、山形県の酒田港北防波堤や千葉県山武郡九十九里町片貝で

定置式波力発電の試験が行われ、山形県鶴岡市由良の沖合では浮体式波力装置「海明」（図 

4.1.11）による研究開発が行われた。 

 

 
図 4.1.11 海明 

（出典：海洋科学技術センター（現在の海洋研究開発機構）、1981） 

 

海明は、長さ 80m、幅 12m、高さ 5～7m の浮体であり、海域での支配的な波方向に向け

て係留された。1978 年から 125kW の発電機 3 台を搭載して第 1 次の試験が開始され、様々

な基礎データが取得された。問題点の一つは波による上下動が大きいため、搭載された発電

装置に対する波面の上下運動が相対的に小さくなり、波力効率の低下を招いたことであった。 

1979 年からは、国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）との共同研究

事業として第 2 次試験が開始された。このときには 8 台の発電機が搭載された。その内 1 台

は、陸上への送電も試みられ、冬場（1 月）には最大 190kW、平均 20kW を記録した。また

大波の際には、その内の 1 台で最大 400kW、平均 50kW を記録した。本実海域試験は 2 年

間行われた。このときの発電単価は 360 円/kWh と総括された。技術的には、平均的な海象

としてのより波長が長い波（波長 120m 程度）に対するエネルギー回収効率（浮体の大型化）、

斜め波での発電性能の向上、浮体動揺減少による発電効率の向上が課題として挙げられた。 

海明の第 3 次試験は 1985 年から約 1 年間行われた。ただし、オイルショックによる石油

価格の高騰は収まり、価格下落に転じていたため、波力発電に対する社会的な機運も弱まっ

ていた状況の中ではあった。係留安全性、タンデムウェルズタービン（tandem Wells turbine）

性能、送電ケーブルの耐久性等の課題が検証された。また、波高 2m のときに平均 24kW、

5m 波高時に 240kW の発電性能が確認された。 

その後、海洋科学技術センターによる新しい波力発電装置（通称マイティーホエール）の

実機規模実験装置（プロトタイプモデル：長さ 50m、幅 30m）が 1998 年 5 月に建造され、

同年 7 月から 2002 年 3 月まで三重県度会郡南勢町（現、南伊勢町）の五ヶ所湾沖合に係留

設置された。本方式の装置の安全性、耐久性および経済性を実証し、実用化のための知見を

得るため、約 2 年間にわたる実海域実験が実施された。 
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図 4.1.12 マイティーホエール 

（出典：日本財団図書館ウェブサイト） 

 

マイティーホエール（図 4.1.12）は、大きく分けて装置本体と空気タービン・発電機シス

テムから構成されている。装置本体は、波エネルギーを吸収して空気出力を得る三つの空気

室と浮体上部の機械室の中にある各空気室の上に空気タービン・発電機が設置されている。 

空気タービン・発電機は、システムとして運用され、波エネルギーから変換された空気エ

ネルギーを電気エネルギーなどに変換するための二次変換装置として使用される。通常、タ

ービン・発電機は、発電可能な海象状態のときに自動的に発電し、波高が低いといった海象

状態の場合には、遊転状態（無負荷状態）となる。逆に、荒天になった場合（波高が非常に高

く、タービン・発電機が危険回転数に達した場合）には、タービンは、空気入力を安全弁に

より自動的に遮断し、タービン・発電機は、停止するシステムとなっている。 

近年においては、再生エネルギー利用の重要性が再認識され、英国スコットランド・オー

クニーにおいて欧州海洋エネルギーセンター（EMEC：European Marine Energy Centre）

により実海域での発電性能試験が活発に行われている。Aquamarine power、Pelamis wave 

power、Scottish power renewables、Wello といった開発企業が波力発電装置の開発を進め

ている。 

4.1.2  構造形式 

波力発電施設の発電構造形式を分類すると一般的に以下のように分類できる。また、それ

ぞれは、主として水面に設置される形式、海底から水中で活用される形式がある。 

 

・ 振動水柱型（OWC : Oscillating Water Column）：浮体や構造物に設けた海面を貫通す

る空気室と空気タービンを利用する方法 

・ 可動物体型（moving object）：波による浮体の上下運動や受圧板の運動などを利用する

方法 

– 並進動揺型（point absorber）：発電機構と連結した可動物が水平・垂直に変位するこ

とにより発電する形式 

– 屈曲動揺型（attenuator）：発電機構と連結した可動物が回転角を持つことにより発電

する形式 

・ 越波型（overtopping）：波が堤防など越えていく越波現象により生じる水位差を利用す

る方法 
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表 4.1.1 主な波力発電施設の分類 

 
（出典：EMEC ウェブサイトの図を参考に作成） 

 

表 4.1.1 に発電構造形式と設置場所をまとめるとともに、各発電システムの概要について

以下に述べる。また、比較的開発が進んでいる振動水柱型を 4.2 節で、可動物体型を 4.3 節

で詳しく解説する。 

(1) 振動水柱型 

下面のみを開放した円筒を海面に差し入れると、波が通過するとき空気室内の海面は少

し上下するが、特定の周期の波の中では共振を起こして大きく上下する。この現象は水柱

振動と呼ばれる。波の通過によって水柱振動が起きている空気室内では内部の圧力は大き

く変化し、空気室の上面に穴があれば空気の出入りが生じる。そこに空気タービンを置き

発電する方式である。空気タービンには往復気流中でも常に一方向に回転することができ、

形状や構造が簡単であるウェルズタービン（Wells turbine）が主に採用されている。基本

的には沿岸に設置する固定式と陸から離れたところに設置可能な浮体式に大別できる。 

沿岸固定式の代表例として LIMPET を挙げることができる（図 4.1.13）。英国の

Wavegen 社がクイーンズ大学の協力を得て開発したもので、スコットランドのアイラ島で

500kW の世界初の産業用発電を行っている。また、オーストラリアの Oceanlinx 社は、沿

岸設置型の振動水柱型装置を開発した。350kW 装置の実海域試験がニューサウスウェール

ズ州のケンブラ港にて行われた（図 4.1.14）。 

 

 
図 4.1.13 沿岸固定式振動水柱型波力発電装置 LIMPET 

（出典：Water Pawer & Dam Construction ウェブサイトの図を参考に作成）  
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図 4.1.14 沿岸設置型振動水柱型波力発電装置 Oceanlinx MK1 

（出典：Oceanlinx 社ウェブサイト） 

 

沿岸設置型発電装置は、給電を行う電気設備に対して発電装置が近接できること、アク

セスやメンテナンスも含めた運用が容易であることが利点として挙げられる。その一方で、

陸地を占有することから設備の設置に対して制約が発生すること、海岸域の環境破壊を少

なからず生じさせること、装置に到達するまでに浅瀬域では波のエネルギーが減少されて

いること等が欠点として挙げられる。 

浮体式では、我が国で開発され実海域試験が実施された「海明」と「マイティーホエー

ル」が代表的なものである。これらについては、「4.1.1 技術の歴史」に述べた他、「4.2.1 波

エネルギー吸収の基本メカニズム」でも解説している。 

近年では、後ろ曲げダクトブイ型（BBDB : Backward Bend Duct Buoy）と呼ばれる形

式も開発されている（図 4.1.15）。この方式の詳細についても「4.2.1 波エネルギー吸収の

基本メカニズム」で解説している。 

 

 
図 4.1.15 浮体式振動水柱型波力発電装置（BBDB） 

（出典：今井康貴等、2012） 

 

(2) 並進動揺型 

最も実用化に近いものと見られる波力発電装置に米国の Ocean Power Technologies 社

が開発した一点吸収型に分類されるパワーブイ（PowerBuoy）がある（図 4.1.16）。 
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図 4.1.16 パワーブイ 

（出典：Ocean Power Technologies 社ウェブサイトの図を一部改変） 

 

米国ニュージャージー州沿岸に定格 40kW 級の初期の試験機を 1 台設置し、2005 年か

ら 2008 年にかけてテストを実施したうえで、2008 年 8 月から稼働しており、台風や 12m

以上の波浪に耐えている。 

スペインでは、世界最大の再生可能エネルギー会社イベルドロラとスペイン政府との合

弁事業として建設が進められている 1.39MW の波力発電所に採用され、2008 年 9 月に定

格 40kW 改良型の装置を設置した。 

また、スコットランド・オークニーに定格 150kW の装置を設置予定である。同社は、海

底に設置される系統連系機器の開発も進めており、英国コーンウォール沖合ウェーブ・ハ

ブ（Wave Hub）を構成する 4 海区の一つには、これを設置する計画である。 

パワーブイのような並進動揺型発電施設は波に対する指向性がなく、他の発電施設に対

して波向き影響の点から優位であるといえる。また、構造がシンプルで発電装置も含め大

部分が水中に没しているので、浮体本体の構造安全性や信頼性の点から有利である。その

一方で、波浪荷重、発電荷重を下端で支えているため繰り返しの係留力が作用することに

なり、下部の構造強度に配慮する必要性がある。また、発電装置が水面より下側にあるこ

とから、上部からの浸水に対しては十分注意を払った構造様式とすることが必要である。 

 

(3) 屈曲動揺型 

屈曲動揺型波力発電施設の代表例として、図 4.1.17 にペラミス（Pelamis）と名付けら

れた減衰型波力発電装置を示す。スコットランドのオーシャン・パワー・デリバリー社が

開発している。全長 180m、直径 4m、重量約 1350 トン、4 個の円筒形の浮体をまっすぐ

Bridge
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Cutaway
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三つの関節で接続している。波の中では浮体をつなぐ関節の角度が変化し、その角度の変

化を油圧に変換する。発電能力は 1 基当たり約 0.75MW である。波向きに対する指向性が

強い。また、効果的に発電性能を向上させるためには、波と浮体挙動を連成させる必要が

あり、結果的に浮体の長さが長くなる傾向にある。 

 

 
図 4.1.17 Pelamis 

（出典：Pelamis Wave Power ウェブサイト） 

 

 
図 4.1.18 EPAM 波力発電装置 

（出典：SRI International ウェブサイト） 

 

EPAM 波力発電装置は、米国の研究機関 SRI International が開発した電場応答高分子

型人工筋肉（EPAM：Electroactive Polymer Artificial Muscle）を利用した新しい方式の

波力発電である（図 4.1.18）。EPAM は、アクリル系やシリコン系樹脂等からなる薄い高

分子膜を伸縮可能な電極で挟んだ構造をしている。電極間に電位差が与えられると静電力

によって電極が引き合い、高分子膜が収縮し、面方向に伸長する。この駆動モードを逆に

すると、膜の歪みにより発電することができる。 

EPAM の波力発電への応用は、日本のベンチャー企業 HyperDrive 社が SRI と共同で開

発を進めている。カリフォルニア州サンタクルーズの沖合で実証試験を行っており、将来

的には約 2kW/モジュールを目指している。 
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図 4.1.19 OYSTER 
（出典：Aqua Marine Power 社ウェブサイト） 

 

図 4.1.19 は、海底設置型の屈曲動揺型波力発電施設、オイスター（OYSTER）である。

波による水中水の粒子運動を平板で捉え、往復運動を行うことにより発電する。 

海底に設置させながら、波の往復運動を活用する必要があり、発電装置設置の海域及び

装置のサイズの観点から制約を受ける場合が多い。また、発電機等、保守の必要な機器が

全て水中にあることから運用に際して経費がかさむことが想定される。海流の影響の直接

的な抗力、および往復運動を行う可動部の背後に生じる渦励振（VIV : Vortex Induced 

Vibration）の影響についても十分配慮する必要がある。 

 

(4) 越波型 

波は護岸や防波堤などの海岸構造物に衝突すると静水面上よりも高く打ち上がり、また

傾斜海岸では遡上していく。一般には、海岸構造物に衝突し打ち上げた海水が構造物の天

端を越えて陸側・堤内に流入する現象を越波と呼ぶ。 

越波型とは、越波による海水を貯水池あるいは貯水槽等で一時的に貯留し、貯水面と海

面との高低差を利用し、排水路にタービンおよび発電機を設置して発電する方式の波力発

電装置である。 

図 4.1.20 はウエーブドラゴン社の開発した浮体式の越波型発電装置、ウエーブドラゴン

（Wavedragon）の例である。片側が越波を考慮した断面形状となっている浮体本体、浮体

本体の両側に設置する大きな波の反射板、そしてこれらを係留する装置から構成されてお

り、浮体上部に貯留した海水を排水する際に発電するための低圧タービンと発電機が、排

水路に複数設置されている。 

 

 
図 4.1.20 ウエーブドラゴン 

（出典：Wave Dragon - Wikipedia）  
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波を集約させる機構を必要とし、発電施設全体が大型化する傾向にある。その際、係留

荷重に関して十分な安全性を確保する必要性がある。また、特定方向の波向きが支配的な

海域での設置が望ましい。 

 

(5) その他 

神吉博らは、図 4.1.21 に示す高速回転中の円板に傾きを与えることにより生じるジャイ

ロモーメント（gyroscopic moment）を利用して、浮体の波による揺れから発電機を回転さ

せる方式である浮体型波力発電装置の検討を行っている。 

 

 

図 4.1.21 ジャイロ式波力発電装置 
（出典：（左）科学技術振興機構、2013、（右）神吉博、2006） 

 

羽田野袈裟義らは、つるべ（bucket）式の構成で水面の上下動から一定方向に回転する

軸の動力を取り出す波力発電装置「つるべ式波力発電装置」（図 4.1.22）の開発を行ってい

る。滑車にフロート（浮き）と重りを取り付け、フロートは海に浮かべてフロートの上下

運動を滑車の回転運動に変換してタービンを回す。 

 

 
図 4.1.22 つるべ式波力発電装置 

（出典：Hadano K. et al.、2013） 

 

4.1.3  発電機構 

波力発電装置のエネルギーの取得方法は装置のコンセプト毎に様々であるが、後述するリ

ニア式を除く一般的な波力発電装置は、回転発電機によって電力を生産する。回転発電機は、

大きく分けて誘導型と同期型の 2 種類に分けられる。表 4.1.2 は回転発電機の特徴をまとめ
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たものである。波エネルギーは、時間的に変動し、かつ、その変動は波周期と同程度のゆっ

くりしたものである。その為、波力発電装置に搭載する回転発電機は、可変速運転が可能で

低速回転でも高い効率を実現できるものが適している。 

 

表 4.1.2 回転発電機の特徴 

発電機の種類 発電機運転制御 発電機 

誘導型 

かご型誘導 一定速運転 高速発電機 

可変抵抗付巻線誘導 
部分可変速運転 

（可変速幅小） 
高速発電機 

二次巻線型誘導 
部分可変速運転 

（可変速幅大） 
高速発電機 

同期型 
巻線多極同期 可変速運転 低速または中速発電機 

永久磁石式多極同期 可変速運転 低速または中速発電機 

 

ここでは、波力発電装置が波からエネルギーを受け取り、電力を生産するまでのプロセス

を基に、タービン式、油圧式、リニア式の 3 種類に発電機構を分類して図 4.1.23 に示す。図

のタービン式は、空気や水流がタービンを回転させ、回転発電機を駆動して電力を生産する。

この方式には、振動水柱型波力発電装置や越波型波力発電装置が含まれている。振動水柱型

波力発電装置の発電機構の詳細は、4.2 節を参照のこと。 

 

 

図 4.1.23 エネルギー変換の流れ 
（出典：Drew B. et al.、2009 による図を参考に作成） 

 

(1) タービン式 

振動水柱型波力発電装置では、空気室を出入りする空気の往復流のパワーを一方向の回

転運動パワーに変換することができるウェルズタービン（Wells turbine）、もしくは衝動タ

ービン（impulse turbine）が用いられる。ウェルズタービンは 1976 年に Wells によって、

衝動タービンは 1988 年に Kim によって提案されている。 

振動水柱型波力発電装置における空気タービンには、タービンの抵抗が小さければ、波

のパワーから水柱のパワーおよび空気のパワーへの変換効率は大きくなるが、空気のパワ

電力波エネルギー
吸収部

流速
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ーからタービンのパワーへの変換効率は小さくなり、逆にタービンの抵抗が大きければ、

波のパワーから水柱のパワーおよび空気のパワーへの変換効率は小さくなるが、空気のパ

ワーからタービンのパワーへの変換効率は大きくなるというトレードオフの特徴があり、

総合効率を最大にする抵抗の最適値が存在する。 

 

① ウェルズタービン 

これまでの振動水柱型波力発電装置には、ウェルズタービンが多く使われている。ウ

ェルズタービンでは、対称翼をロータの周囲に空気の流れの向きに対して垂直に取り付

けることにより、空気が排気と吸気の往復流になっても、ロータが一方向に回転するこ

とができる。軸方向の空気の流速とロータの回転に伴う翼の速度の合成により、翼に対

する相対速度と迎角が決まる。空力的な揚力と抗力はそれぞれ、相対速度に垂直および

平行に発生するが、翼の進行方向とロータの軸方向の成分に分解して、それぞれの方向

成分同士を足し合わせた合力で考えた方が以後の話は理解し易い。 

 

 

図 4.1.24 ウェルズタービンの対称翼 
（出典：Cruz J.、2010 による図を参考に作成） 

 

図 4.1.24 は、ウェルズタービンの対称翼を 1 翼のみ取り出して図示したものである。

図中のW は相対速度、L 、D はそれぞれ揚力と抗力であり、翼の進行方向の力 T
F 、ロ

ータの軸方向の力 xF はそれぞれ次式のようになる。 
 

  cossin DLFT   （4.1.1） 

  sincos DLFX   （4.1.2） 
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ここで、 は迎角である。 

空気が往復流なので、 xF は大きさも向きも周期的に変化するが、一般の稼働範囲では、

TF は大きさのみ周期的に変化し、向きは一定である。発電機の軸まわりに TF はトルクと

して働き、電気を発生させる。なお、翼の進行速度の限界は失速により決まる。また、

xF はロータの軸方向の推力であるが、周期的に大きさも符号も変わるので、適当なベア

リングで抗する必要がある。前式を無次元化すると次式で表される。 
 

  cossin DLT CCC   （4.1.3） 

  sincos DLX CCC   （4.1.4） 

 

流れは 3 次元流れとなり、翼同士の干渉影響もあるので、翼性能は 2 次元流れ中の単

体翼のそれとは異なる。一般的に迎角が微小の時は抗力が支配的であり、迎角が大きく

なると失速するまでは、揚力が支配的になる。失速点では境界層が翼表面から剥離を起

こして、揚力の急激な減少と抗力の急激な増加が生じている。 

ウェルズタービンが稼働する翼の迎角の範囲は小さく、一般的に 0～18deg 程度であ

り、それ以上大きな迎角では失速する。しかし、翼厚を厚くすると、失速する迎角を大

きくすることができる。 

 

② 衝動タービン 

波力発電への衝動タービンの利用は、1988 年に初めて提案された。衝動タービンの回

転軸は、基本的にはダクトを流れる空気流の向きと一致しているが、ロータの前後の空

気の流れは図 4.1.25 のようにガイドベーン（guide vane）によって整流されている。ガ

イドベーンに沿って流れた空気流を中央に存在するタービンブレードにぶつける、すな

わち空気の衝動力（力積）を受けてタービンが回転することに名は由来している。 

 

 
図 4.1.25 衝動タービンの断面 

（出典：Cruz J.、2010 による図を参考に作成） 
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最大のパワーを得るためには、上流と下流のガイドベーンの角度は異なる必要がある。

吸気と排気によって流れの向きが変わることに伴って、上流と下流のガイドベーンの角

度が自動的に最適な角度に変化するようにするには、ピボット機構を用いる。しかし、

保守の観点からすると機構が複雑すぎるので、効率はある程度犠牲にしても固定したガ

イドベーンを採用する選択肢もある。ガイドベーンが動くタイプでは、ガイドベーンの

最適角度は上流では 15～17.5deg、下流では 55～72.5deg であり、ガイドベーンが固定

タイプでは 30deg である。 

ウェルズタービンと衝動タービンは、形状が異なるので単純には比較できないが、一

般に、以下の違いがある。 

 

 衝動タービンの最適な流量係数は、ウェルズタービンのそれよりも大きい。 

 衝動タービンは自動的に回転がスタートするが、ウェルズタービンはしづらい。 

 衝動タービンは失速しないので、流量係数が大きくなっても高効率を維持するが、ウ

ェルズタービンは失速点を持つ。 

 圧力と流量の関係は、衝動タービンは非線形であり、ウェルズタービンはほぼ線形で

ある。 

 

衝動タービンの最適な流量係数が大きいということは、ウェルズタービンに比べて、

同じパワーならタービンが小さくてすみ、ロータの回転速度も小さくてすむということ

である。また、衝動タービンが失速しないということは、ウェルズタービンに比べて衝

動タービンは静かということであり、近くに住宅があるような場合には、衝動タービン

の方が好ましい。一方、回転数が小さければ風損も小さくなるが、フライホイールを用

いたエネルギーの保存容量も小さくなるので、大容量のエネルギーを保存し、一定で出

力したければ、ウェルズタービンの方が好ましい。 

 

(2) 油圧式 

油圧式の発電機構の例を図 4.1.26 に示す。図の油圧回路では、可動物体が複動形の油圧

シリンダに接続されており、水面上の可動物体の往復動により圧油が生成され、チェック

弁、蓄圧器、流量制御弁を介して油圧モータを駆動させる。この様な油圧回路の場合、可

変容量形油圧モータを使用することで圧油の流量が変化しても発電機を定格回転数に近い

回転数で回転させることができる。可動物体に入射する波が正弦波の場合、油圧シリンダ

の片側のポートから吐出される圧油の流量も正弦波に近い波形となる。油圧回路中の圧油

は、チェック弁により整流化され、蓄圧器に流入する圧油の流量は、図 4.1.27 の様な波形

となる。高圧側の蓄圧器は、変動する圧油を一時的に貯蔵して平滑化する役割と油圧モー

タに一定流量の圧油を供給する役割がある。低圧側の蓄圧器は、油圧回路上の低圧部に圧

油を供給し、キャビテーション（cavitation）を防止する役割がある。  
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図 4.1.26 油圧式発電機構の例 

（出典：Drew B. et al.、2009 による図を参考に作成） 

 

 

図 4.1.27 チェック弁による圧油の整流化 
（出典：Drew B. et al.、2009 による図を参考に作成） 

 

① 油圧式の利点 

一般的に油圧アクチュエータ（hydraulic actuator、油圧シリンダ、油圧モータ等）は、

ゆっくり大きな力を発生させることが得意である。したがって、油圧式機構は、ゆっく

りと大きな力で変動する波エネルギーの吸収に相性が良いと考えられている。また、同

規模の出力を得る場合、図 4.1.28 に示すように、油圧モータの方が電動モータに比べて

サイズを小さくできる点も利点として挙げられる。 

 

 

図 4.1.28 定容量形油圧モータと電動モータの大きさ比較（1500rpm, 110kW） 
（出典：Cruz J.、2008 による図を一部改変） 
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② 油圧式の欠点 

一方、油圧式発電機構にもいくつかの欠点がある。主なものを以下に記載する。 

 

a) 作動油漏れ 

油圧式発電機構の場合、作動油の漏洩対策が非常に重要となる。例えば、英国貿易産

業省（DTI : Department of Trade and Industry）は、現行の波力発電技術をレビュー

し、油圧式発現機構に関して環境保全および性能維持の観点から、油ではなく水もしく

は環境にやさしい流体を作動油として用いる発電機構の研究開発の実施を推奨している。

近年では様々な生分解性の流体が入手可能であるが、これらを作動油として用いる場合

は、油圧回路の各構成要素およびシールとの適合性を十分に考慮する必要がある。 

 

b) 波力発電装置に適したシール 

一般的な油圧アクチュエータに取り付けられるシールは、可動物体の運動速度よりも

遅い速度域で設計されている。アクチュエータが高速で動く事で、アクチュエータの温

度が上昇し、作動油の性質が変化すること、シールに働く摩擦抵抗が増大し、シールの

擦り切れが発生しやすくなること等が起こり、結果として保守作業回数が増加するとい

うデメリットが生じる。 

 

c) 効率 

一般的な油圧トランスミッション（hydrostatic transmission）では、可変容量形モー

タと組み合わせて用いられることが多く、理想的な変換効率は定格運転状態で 80%程度

である。しかし、定格運転状態を外れると性能が急激に悪化する。油圧式発電機構は、

高い定格出力を持つが、定格出力で運転される頻度は高いとは言えない。したがって、

部分負荷運転効率が高い発電機構を構築しなくてはならない。さらに、チェック弁や流

量制御弁で生じる圧力降下も効率を減じる要素になる。 

 

d) エンドストップ 

油圧シリンダが使われる場合、ストローク（stroke）の両終端でピストンがカバーと衝

突して機械的ショックを起こすことがある。ショックは、機械装置、油圧回路を構成す

る機器に大きなダメージを与える可能性が高く、極力低減する必要がある。 

 

③ 油圧式発電機構が採用された波力発電装置の例 

a) Wave Star 

Wave Star A/S は、2009 年 9 月から出力 600kW の 1/2 スケール試験機を用いて、デ

ンマーク、ハンストホルムにて発電試験を行っている（図 4.1.29）。この試験機は、2010

年 2 月から系統にも接続されている。また、Wave Star A/S は、EU Horizon2020 によ
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る研究助成事業 UPWAVE にも参画している。当該事業では 1MW の商業化実証機をベ

ルギー国内のウィンドファームに建設する計画である。 

 

 
図 4.1.29 1/2 スケールプロトタイプ機（左）、可動物体と油圧シリンダ（右） 

（出典：Ferri F. et al.、2014） 

 

b) Azura 

Northwest Energy Innovations, LLC は、油圧式発電機構を備えた浮体式波力発電装

置の実海域試験を 2015 年 5 月から米海軍波力発電装置試験場（WETS : US Navy’s grid-

connected 30 meter Wave Energy Test Site）にて実施している。図 4.1.30 のように、

2 本の柱の間にある浮体がクランク機構と連結されており、クランク機構は柱内部の油

圧シリンダに接続されている。波の力で浮体が回転運動することで、油圧シリンダが駆

動される仕組みである。 

 

 

図 4.1.30 浮体式波力発電装置 Azura 

（出典：Northwest Energy Innovations ウェブサイト） 

 

  



第 4章 波力発電システム 

-159- 

 

c) Pelamis（ペラミス） 

Pelamis Wave Power 社は、油圧式発電機構を備えた浮体式屈曲動揺型波力発電装置

を開発した。2004～2007 年にかけて Pelamis P1 の実海域試験を EMEC で実施（図 

4.1.31）。その後、E.ON 社からの発注を受け Pelamis P2（出力 750kW）を開発・製造

した。Pelamis P2 は、2010 年から 3 年間、再び EMEC にて実海域試験を行っている。

2014 年 12 月、同社は破産申請を行った。現在、Pelamis P2（P2-002）は EMEC にて

テストリグとして利用が検討されている。 

ペラミスは、ヒンジ部に合計 4 本の油圧シリンダを有し、ヒンジ部は 2 軸の回転運動

を行うことができる。 

 

 

図 4.1.31 Pelamis P2 の全体（上）および油圧発電機構（下） 
（出典：Pelamis Wave Power ウェブサイト） 

 

(3) リニアダイレクトドライブ式 

リニアダイレクトドライブ式発電機構（direct-drive linear motor）の例を図 4.1.32 に

示す。図のトランスレータ（translator）には、N 極、S 極の永久磁石が交互に配置されて

いる。可動物体はトランスレータに直結されており、波の力で上下に運動する。なお、ト

ランスレータと固定子（電機子）の間の空間をエアギャップ（air gap）という。トランス

レータと固定子の相対運動によって、固定子の磁界が変化し誘導起電力が生じる（ファラ

デーの電磁誘導の法則）。 
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図 4.1.32 リニア式発電機構の例 
（出典：Drew B. et al.、2009 による図を参考に作成） 

 

当方式は、並進動揺型波力発電装置への適用例が多く、図 4.1.33 に示した 4 形式の研究

開発が行われた。(a)～(c)では、トランスレータを取り付けた可動物体が、水面上を上下に

運動する。一方、固定子は、トランスレータに対して動きにくい系に組み込まれている。

(a)では、海底に固定された構造物に、(b)では、セミサブ型浮体等の上下方向の波浪強制力

が小さい浮体構造物に、(c)では、ヒーブプレート（heave plate、上下揺れ減揺装置）が取

り付けられた構造物に組み込まれる。 

並進動揺型波力発電装置の場合は、波浪強制力を駆動力とし発電機構はダンパーの働き

をする。波エネルギー吸収量はダンパー設定に大きく依存する。最適なダンピングの設定

値は多くの要素で決まる。例えば、発電機構の大きさや重さ、可動物体の運動速度である。 

 

 
図 4.1.33 リニアダイレクトドライブ式発電機構を有した波力発電装置の先行研究例 

（出典：Cruz J.、2008） 

 

① リニアダイレクトドライブ式の利点 

図 4.1.33 を見ればわかるように、タービン式および油圧式に比べ、リニアダイレクト

ドライブ式は、波エネルギーを電気エネルギーに変換する工数が少なく、シンプルな変

換機構である。その為、エネルギー変換に関わる部品点数を他の方式に比べて少なくで

きる。これにより、潜在的に、信頼性の向上やメンテナンスの回数が少なくて済む可能

性がある。 

トランスレータ
永久磁石

可動物体

抵抗板

固定子

電機子
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② リニアダイレクトドライブ式の欠点 

リニアダイレクトドライブ式発電機構にもいくつかの欠点がある。主なものを以下に

記載する。 

 

a) 低速運転と高反力 

可動物体とトランスレータが直結されている為、トランスレータの運動速度は水面の

上下動の速度と同じ 1～2m/s 程度である。これは、一般的な同期発電機（回転式）の適

切な運転速度の約 15～50 分の 1 である。したがって、リニアダイレクトドライブ式発

電機で一般的な同期発電機と同じ出力を取り出す際の反力は、同期発電機の 15～50 倍

となる。その為、リニアダイレクトドライブ式発電機の大きさは、出力が同規模の同期

発電機に比べて大型化する。 

 

b) 過負荷対策 

リニアダイレクトドライブ式発電機は、エネルギーの貯蔵機構を持たないので、出力

はトランスレータの時々刻々の運動速度で決定する。トランスレータが直結される可動

物体は水面を追随する為、可動物体とトランスレータ運動速度も時々刻々と変化し、発

電機の出力も常に変化する。このことから、発電機の出力は短い時間で大きく増減する

場合もありうるし、荒れた海象が一定時間続けば高出力の状態が持続する可能性もある。

荒天時は、可動物体が大きく速く運動し、短い時間で過負荷状態となる。 

この様な出力の急な増減は、電圧安定度の観点、整流器および変換器に対して厳しい

作動条件となる。また、荒れた海象が一定時間続き高出力状態が続けば、機器からの排

熱についても考慮する必要がある。 

 

c) ストローク 

トランスレータのストローク長は、想定する波高に適合するように決められる（概ね

数 m の範囲）。このストローク長は、他の産業で位置決め等に用いられるリニアアクチ

ュエータに比べて長くなる。また、トランスレータが運動する際の磁界変化率を一定と

するため、トランスレータは固定子よりも長く作られる。 

 

③ リニアダイレクトドライブ式発電機構が採用された波力発電装置の例 

a) W200 

Wedge Global 社は、創業者グループがスペイン州政府の協力・出資を得て、2008 年

に創業した波力発電デバイスの企業である。独自に開発したリニア・スイッチト・リラ

クタンス（LSR）発電機により、フロートのサージ運動を油圧や機械的ギヤを用いず直

接的に電気変換する。第 1 号実証試験機 W200（最大出力 200kW）は、2014 年 2 月か

らスペイン領カナリー諸島の実証試験場 PLOCAN にて実証試験を行った（図 4.1.34）。 
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図 4.1.34 （左）W200、（右）W200 に搭載された発電機構 

（出典：Wedgeglobal 社ウェブサイト） 

 

b) Seabased wave energy 

Seabased wave energy 社は、スウェーデンのウプサラ大学と共同で着底式リニアダ

イレクトドライブ式波力発電装置（図 4.1.35）の試験を 2006 年以降 Lysekil research 

site（スウェーデン）にて実施している。 

 

 
図 4.1.35 Seabased wave energy 社の波力発電装置 

（出典：Seabased wave energy 社ウェブサイト） 
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4.2 振動水柱型 

4.2.1 波エネルギー吸収の基本メカニズム 

振動水柱型（OWC）波力発電装置とは、波力の作用により、容器（空気室もしくは水室）

中の水塊（水柱）を往復運動させ、それに伴う容器内の空気の往復運動のエネルギーをター

ビンと発電機を用いて電気に変換する装置のことである。この装置は基本的には構造体とし

ての可動部を必要とせず、可動物体型に比べて構造強度上有利である。 

振動水柱型波力発電装置の一番シンプルな形状は、図 4.2.1 に示すように軸対称であるが、

このような空気室の 2 次元状態における理論的な最大波エネルギー吸収効率は 50%にとどま

る。しかし、これを図 4.2.2 に示すような「底板」および「ハーバー」を取り付けて非対称に

することにより、2 次元状態で理論的な最大効率は 100%に達する（前田ら、1982、堀田ら、

1987）。 

 

 

図 4.2.1 一般的な空気室 

 

図 4.2.2 ハーバー付きの空気室 

 
（出典：堀田平等、1987） 

 

装置の長さ幅比が 1 に近く、装置の寸法が波長に比べて十分小さい場合、振動水柱型波力

発電装置はポイントアブソーバと呼ばれる。ポイントアブソーバ単独では大きなエネルギー

を得ることは困難であるが、ポイントアブソーバを組み合わせて配列を作るならば、大規模

発電も可能となる。 

ポイントアブソーバを直線状に配置した細長い構造体を考えた場合、これを入射波に対し

て直角に配置すれば、入射波をさえぎる堤防と見なすことができるので、ターミネータ

（terminator）とも呼ばれる（図 4.2.3）。逆に、波の入射方向に配置すれば、入射波の振幅

が装置の長さ方向に沿って減衰するところからアッテネータ（attenuator）とも呼ばれる（図 

4.2.4）。 

ターミネータはアッテネータに比べて広範囲の波を捉えることができるが、同時に波から

受ける荷重も大きくなる。強度を高くする他、浮体式の場合には係留系も強くすることが必

要になる。なお、エネルギー吸収特性に及ぼす係留の影響については、係留索の張力が小さ

な係留状態（スラック係留）であるほど、浮体運動の影響によって吸収特性が低下する傾向

にあると言われている（前田ら、1982）。ただし、波周期によっては、固定型装置に比べてエ

ネルギー吸収特性が高い場合もある。  
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図 4.2.3 ターミネータのイメージ 
（出典：前田久明、山下誠也、1982） 

 

 

図 4.2.4 アッテネータのイメージ 
（出典：前田久明、山下誠也、1982） 

 

先に紹介した「海明」はアッテネータの例である。図 4.2.5 に示すように、海明では波の

進行方向に複数の空気室が配置されている。 

 

 

図 4.2.5 海明における空気室の配置 
（出典：益田善雄、宮崎武晃、1979） 

  



第 4章 波力発電システム 

-165- 

 

一方、「マイティーホエール」はターミネータの例である。図 4.2.6 に示すように、マイテ

ィーホエールでは、三つの空気室が波の来襲方向（図の右側）に向けて配置されている。 

 

 

図 4.2.6 マイティーホエールの一般配置 
（出典：鷲尾幸久 2001） 

 

海明およびマイティーホエールは、ポイントアブソーバを組み合わせて配列を作ることに

よって、発電量を増加させようとした。一方、ポイントアブソーバ単体の効率向上を図った

のが、BBDB である。BBDB の模式図を図 4.2.7 に示す。BBDB は、浮力体、L 字型ダクト、

タービン発電部から構成される。BBDB に波が入射すると、入射波のエネルギーは船体後方

の開口部からダクトに伝搬し、ダクト内空気室の空気を圧縮するようになっている。この段

階を一次変換と呼ぶ。圧縮され高圧になった空気はタービンを回転させ発電する。この段階

を二次変換と呼ぶ。 

BBDB の特徴として、沿岸設置型に比べて浮体と水室内の水柱の共振時に空気圧力が非常

に高くなり、発電効率の増加が見込めること、さらに装置自体が小型で浅い海でも使用可能
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であること、が挙げられる。その一方で、発電効率を上げるために空気室容量を増す必要が

あるが、それに伴い浮力体が大きくなる傾向にある。荒天中においても破損しない強固な係

留方式、係留余裕が必要となる。 

 

 
図 4.2.7 BBDB の模式図 

（出典：今井康貴等、2012 による図を一部改変） 

 

振動水柱型波力発電装置において、波力から電気エネルギーへは、図 4.2.8 のような変遷

をする。 

 

 

図 4.2.8 振動水柱型のエネルギー変換 

 

エネルギー変換効率は、単位時間当たりのエネルギー、すなわちパワー（単位 W）で考え

る。波力パワーから空気の運動パワーまでの変換効率を一次変換効率 1
 、空気の運動パワー

から電気パワー（電力）への変換効率を二次変換効率 2 といい、波力パワーから電気パワー

までの総合変換効率 は、次式で求まる。 
 

 21
   （4.2.1） 

 

図 4.2.9 に海明の 1/20 縮尺模型の一次変換効率を示す。ここで、横軸は波長/本体長であ

る。図 4.2.10 にマイティーホエールの模型の一次変換効率を示す。海明の模型に比べて、一

波力エネルギー

↓

水柱の位置及び運動エネルギー

↓

空気の運動エネルギー

↓

タービンの運動エネルギー

↓

電気エネルギー
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次変換効率が改善されていることが判る。図 4.2.11 にはマイティーホエールの実機の一次変

換効率を示す。模型実験の結果と比べて、ピーク周波数は一致するが、最大値は 15%程度の

差がある。 

 

 

図 4.2.9 海明の 1/20 縮尺模型の一次変換効率 
（出典：宮崎武晃等、1981） 

 

 
図 4.2.10 マイティーホエールの模型の一次変換効率 

（出典：鷲尾幸久等、2001） 
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図 4.2.11 マイティーホエールの実機一次変換効率 

（出典：鷲尾幸久等、2001） 

 

4.2.2 数値計算技術 

実海域を想定した波浪条件下における浮体式振動水柱型波力発電施設の水柱の運動、浮体

の挙動、係留部の荷重の計算方法を述べる。 

 

(1) ポテンシャル理論に基づく数値計算法 

計算機の性能がまだ十分でなかった頃には、なるべく少ない未知数で精度の高い流体力

の計算ができるように数理解析を駆使しながら、線形ポテンシャル理論に基づいた境界要

素法（BEM : Boundary Element Method）、多重極展開法（multipole expansion）、固有

関数展開法（eigenfunction expansion method、領域分割法）等の独創的な数値計算法が

開発・実用化された。最近は高速の電子計算機が安価に使えるようになってきたので、差

分法によって NS 方程式を数値的に解く、いわゆる CFD による非線形問題の研究が行わ

れている。しかし、ポテンシャル理論に基づく数値計算法は、計算時間が短く、計算精度

に対する信頼性や安定性の点で優れており、依然として海洋流体工学の研究における基本

かつ重要なツールである。詳しくは参考資料「日本造船学会海洋工学委員会性能部会．実

践 浮体の流体力学 前編－動揺問題の数値計算法」を参照のこと。 

固有関数展開法を用いて、図 4.2.12 に示すようなマイティーホエール型浮体式振動水柱

型波力発電施設の空気室内圧力、空気室内の波面上下、一次変換効率等を計算し、実験結

果と比較して良好な一致が見られた。 
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図 4.2.12 マイティーホエール型浮体式振動水柱型波力発電施設 

（出典：Suzuki M.et al.、2005） 

 

境界要素法（境界積分方程式法、積分方程式法、グリーン関数（Green function）法、パ

ネル法とも呼ぶ）を用いて、図 4.2.13 に示すような BBDB の空気室内圧力、空気室内の

波面上下、一次変換効率等を計算し、実験結果と比較して良好な一致が見られた事例も存

在する。 

 

 
図 4.2.13 BBDB 模型概略 
（出典：今井康貴等、2012） 

 

(2) CFD 

CFD は、連続流体の運動方程式である NS 方程式をエネルギー保存式や質量保存式など

と連成させて数値的に解く手法である。物体運動や荷重分布に加えて、物体周りの流れ（流

速や圧力など）を実験なしに評価できる。CFD では計算対象の幾何形状を離散化する必要
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があり、様々な離散化手法が存在する。物体形状および周りの空間を計算格子（メッシュ）

で表現する方法として有限差分法（FDM : Finite Difference Method）、有限体積法（FVM : 

Finite Volume Method）、有限要素法（FEM）があり、メッシュを生成せず流体を粒子の

集まりして表す粒子法といった方法もある。その中でも有限体積法は複雑な物体形状にも

適用な可能であるため航空機・自動車・造船業界等で広く利用されており、公開されてい

る CFD コードも多くはこの手法である。 

図 4.2.14 に、1 周期を 4 等分した空気室内の圧力分布の計算結果を示す。理論式と異な

り、実際には圧力分布に濃淡が出るので注意が必要である。 

 

 

図 4.2.14 空気室内の圧力分布 
（出典：Marjani A. et al.、2006） 

 

笹原裕太郎らは粒子法を用いて、沿岸固定式 OWC である LIMPET の一発大波に対する

入射波水位、入射波衝突時の飛沫形状、波荷重等を計算し、気液二層流非線形現象を十分

に表現している。 

 

(3) 機構解析 

振動水柱型浮体式波力発電施設の力学を考える場合、空気室および発電機構が、バネと

減衰機構（ダンパー）を直列につないだ Maxwell モデルで表現することができる。この項

では、機構解析の面から、Maxwell モデルにおける浮体運動および位置保持荷重（係留張

力）等の評価法の概略を述べる。浮体の流体力等は、従来の海洋構造物と同様に考える。

例として、BBDB 型発電施設をとり上げる。 

機構解析の計算対象は、構造物全般であり、通例行われる線形範囲の振動解析とは異な

り、非線形範囲となる大変位の挙動も扱うことができる。したがって、構造物の運動、係
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留張力等の時間領域シミュレーションを行うことにより、構造物の性能評価、および安全

性評価を行うことができる。 

汎用ソフトウェアを用いたシミュレーション手順としては、ボディ、フォースなどの選

択式のパーツを組み合わせたモデルのパラメータ値を入力して、計算を実行させれば良い。

浮体式波力発電施設に応用するためには、時々刻々の流体力を計算条件として与えるため

のダイナミックリンクライブラリ（DLL : Dynamic Link Library）を作成する必要があり、

そこで用いる波周期毎の流体力データは、流体力計算用ソフトウェアで別途求める。 

振動水柱型波力発電施設の数値計算モデルは、浮体、内部水面、係留および空気室と発

電機（オリフィス（orifice）で代替）を Maxwell モデルで表現したバネ、ダンパーで構成

される。すなわち、浮体の運動とバネ、ダンパーの干渉影響を受けた内部水面の 2 体連成

問題を機構解析により計算する。機構解析モデルの概念図を座標系も含めて図 4.2.15 に示

す。 

 

 

図 4.2.15 BBDB 機構解析モデル概念図 
（出典：平尾春華等、2017） 

 

4.2.3 水槽実験技術 

浮体式波力発電施設の振動水柱型波力発電装置に関する水槽試験は様々な目的に行われる

が、ここでは実海域を想定した波浪条件下、係留部の荷重、浮体の挙動、水柱の運動を計測

し、荷重等の設定の検討に必要なデータの収集を行う方法を述べる。 

(1) 供試模型 

振動水柱型波力発電施設模型は、波の力で運動する水柱、水柱の運動を空気の流れに変

換する空気室、および発電タービンを模擬するオリフィス、および実機との相似則を満た

し空気室の空気バネの影響を正しく評価するための拡張空気室が必要であるが、ここでは

図 4.2.13 に示す一般的な拡張空気室無しの BBDB 模型を例示する。 

設置写真を図 4.2.16 に示す。また、水槽セッティング例を図 4.2.17 に示す。 

Incident wave
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図 4.2.16 BBDB 設置写真 
（出典：今井康貴等、2012） 

 

 
図 4.2.17 BBDB の水槽セッティング例 

（出典：今井康貴等、2012） 

 

(2) 計測 

水槽実験では、次のような項目の計測を行うことが望ましい。 

 

 波 

– 入射波高および入射波周期 

– 内部水柱相対変位 

 浮体・係留 

– 運動 

– 係留力 

 内部空気状態 

– 外部圧力との差圧 

– 空気室内温度 

– オリフィスにおける空気流速 

 

水槽試験の波条件には、大きく分けて 2 通り、規則波と不規則波がある。波に対する運
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動の応答（RAO：Response Amplitude Operator および位相）を確認するのが主目的の規

則波実験では、造波の波周期を変化させるが、波高影響を確認するために必要に応じて波

高も変える。また、最大、最小、平均、標準偏差等の統計値の確認が主目的の不規則波実

験では、造波の有義波高と有義波周期を変える。 

また、一般的に水槽試験では、下記の二つの試験を実施する。 

 

① 自由動揺試験････主要な動揺モードの固有周期と減滅係数を計測 

② 波浪中試験･･････波浪中の浮体運動、接合部の荷重、係留力等の応答を計測 

 

試験状態は試験目的に沿って、発電時、故障時、待機時等を想定する。規則波中試験は

10 波以上、不規則波中試験は実機 1 時間相当を計測する。 

 

(3) データ解析 

自由動揺試験では、自由動揺の時系列より固有周期および減滅係数を求める。フルード

の表現による減滅係数 a、 b の定義式を次式に示す。 
 

 
2
mm ba    （4.2.2） 

ここで、 1


nn
 は、減衰曲線の相隣る二つの振幅 n

 、 1n
 の差であり、

) / 2( 1 nnm  は、減衰曲線の相隣る二つの振幅 n
 、 1n

 の平均である。 

規則波中試験では、フーリエ解析により平均値と 1 次振幅を求め、1 次振幅の周波数応

答関数を求める。応答関数の位相について、入射波に対して遅れを正とした場合の定義を

次式に示す。 
 

入射波 ： )(sin ta    （4.2.3） 

応答 ： )(sin   ta  （4.2.4） 

 

ここで、 a ：波振幅、 a ：応答振幅、 ：周波数、 ：位相である。 

不規則波中試験では、統計解析およびスペクトラム解析を行い、代表的な統計量（平均

値、最大値、最小値、有義振幅、有義周期、標準偏差等）を求める。 
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参考 振動水柱型の基本メカニズムの定式化 

1. 流体力学特性 

浮体に流体から働く力を次のように分類する（元良ら、1997）。 

 

①浮力 

②浮体動揺に伴うラディエーション流体力 

③波強制力（入射波の波強制力と散乱波の波強制力の和） 

④粘性流体力 

 

浮体に働く力はその他に、重力、浮体自身の慣性力、波漂流力、風力、潮流力、係留力等が

あるが、ここでは割愛する。 

 

①浮力 

浮力は、水面下の浮体表面の静水圧の合力である。浮体が運動する場合、浮力の働く方向

は鉛直上向きとは限らない。 

静水中の浮体では、鉛直上向きに働く浮力と鉛直下向きに働く重力の合力が、上下揺の復

原力である。また、傾斜した浮体では、重力と浮力から生じた偶力が、横揺および縦揺の復

原力である。 

横揺および縦揺の復原力は、微小傾斜の場合には、線形化して変位に比例する成分だけ取

り上げるが、大傾斜の場合には非線形性を考慮する必要がある。 

 

②浮体動揺に伴うラディエーション流体力 

運動する浮体の水面下の表面には、浮力を生ずる静水圧の他に変動する流体圧力が働く。

この変動する流体圧力に基づく動的流体力をラディエーション流体力と呼ぶ。浮体が運動す

るとき、周りの流体から反作用として受けるラディエーション流体力は、通常浮体運動の加

速度に比例する成分と、速度に比例する成分に分解される。加速度に比例する成分は、付加

質量力（付加慣性力）と呼ばれ、速度に比例する成分は、造波減衰力と呼ばれる。 

 

③波強制力 

波浪中の浮体表面には、浮体が存在しない場合の入射波中の圧力と、入射波が浮体により

散乱させられるために生じる散乱波中の圧力の 2 種類の圧力が作用する。浮体による攪乱を

受けないとした入射波中の変動圧力に基づく波強制力をフルード・クリロフ力と呼び、散乱

波中の変動圧力に基づく波強制力をディフラクション力という。 

 

④粘性流体力 

浮体が運動する際には、流体の粘性に基づく摩擦力が浮体に働く。粘性減衰力は水粒子と

の相対速度の 2 式で表される非線形項であるが、通常等価線形化される。 
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2. 熱力波動法と等価浮体近似法 

熱力波動法では、固定式振動水柱型装置による波パワーから電力までの変換は、以下に示

す空気室の空気の質量保存式とエネルギー保存式、空気室開口部における波の連続式、そし

てタービン・発電機の運動方程式によって表す。 

 

 






 




 pvvdvptdt wcwc

dt

d

D

pp

dt

dp







0

0
**

 （参-1） 

 

















 pvvdvptdt wcwc

dt

dp

pp

D

dt

d

D

TT

dt

dT






*

0
*

0

0

0
**

 （参-2） 

  
Mt

c

w

I
dt

dkB

kB

kB
pkdkhf

g 









cos

1

tan
,

1
2 *   （参-3） 

 qlqgqttg TTT
dt

d
I 


 （参-4） 

 

ここで、主たる未知変数は以下である。 

  ： 空気室の水位の変動成分 
*p  ： 空気室の空気圧の変動成分 

*T  ： 空気室の温度の変動成分 

  ： タービン・発電機の回転速度（角速度） 

 

以上の式は、数値的に時間ステップごとに解くことができる。ただし、入射波、空気室、

タービン・発電機の諸元や特性が与えられていなければならない。詳細は参考資料「高橋重

雄，安達崇．固定式振動水柱型波力発電システムの設計と実験的検証」を参照のこと。 

また、等価浮体近似法では、空気室内の水塊を等価な浮体として扱う。その最も初期の方

法では、空気室内の波パワーから空気パワーへの変換を次式の等価浮体の運動方程式で計算

している。 
 

 (𝑚 + 𝑚2
𝑒)�̈�2 + (𝑑2 + 𝑁2

𝑒)�̇�2 + (𝑘2 + 𝜌𝑔𝐴𝑤)𝑋2 = 𝜌𝑤𝑔𝑎𝐼𝑒2𝑒𝑖𝜔𝑡 （参-5） 

 

ここで、 

m  ： 等価な浮体の質量 
em
2  ： 付加質量 

2
X  ： 浮体の鉛直変位（熱力波動法のに相当） 

2
d  ： 負荷減衰（ノズル等による負荷減衰） 

eN
2  ： 浮体の造波減衰 

2
k  ： 負荷バネ（空気室内の空気圧に相当） 

I
a  ： 入射波高 

2
e  ： 波強制力 

 

式（参-5）は規則波に対するものであるが、木下らは熱力波動法のように不規則波に適用で
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きるように拡張している。また、空気の圧縮性についても考慮できるように拡張し、基本的

には熱力波動法の式（参-1）と式（参-2）に相当する空気の保存式を用いている（木下ら、

1986）。すなわち、拡張した等価浮体近似法と熱力波動法の違いは、式（参-5）の等価浮体の

運動方程式を用いるか、式（参-3）の波の連続式を用いるかの違いに過ぎない。その計算結果

も、設計に用いるような条件では、比較的似ている。 

しかしながら、等価浮体近似法の基本的な考え方は、式（参-5）で示されるシステムの線形

性であり、負荷減衰も線形なものを基本としている。タービン・発電機を含めたシステムの

設計法もその考え方に基づいている。一方、熱力波動法のシステム設計法は、非線形の負荷

である空気ノズルを介したものとなっており、大きな違いがある。 

なお、空気の圧縮性に関して、模型の縮尺を 1/N とした場合に、実機での空気の圧縮性影

響が模型に対して N 倍となる（木下ら、1985）。 

 

3. 境界要素法 

図 参-1 に示すように、水面に浮かべた BBDB に右方から波が入射する 2 次元問題を考え

る（永田ら、2011）。BBDB は線形バネで係留されているものとする。流体は、非粘性、非圧

縮の完全流体の無渦運動とすれば、速度ポテンシャルが存在する。波浪中で、浮体はサージ、

ヒーブ、ピッチの 3 モード運動をする。 

 

 

図 参-1 BBDB の模式図 

 

浮体の 3 モード運動と空気室内圧力、速度ポテンシャルを以下のように表す。 
 

  tieXxxt   Re)( 00  （参-6） 

  tieZzzt   Re)( 00  （参-7） 

  tiet   Re)(  （参-8） 
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  tia
sa epgptp   Re)( 00  （参-9） 

  tiezx
g

tzx 



  ),(Re);,(

0
 （参-10） 

 

ここで、 

)(t  ： 浮体の水平運動変位 

X  ： 浮体の水平運動の複素振幅 

)(t ： 浮体の鉛直運動変位 

Z  ： 浮体の鉛直運動の複素振幅 

)(t ： 浮体の回転運動変位 

  ： 浮体の回転運動の複素振幅 

)(tpa ： 空気室内の圧力 

0
p  ： 大気圧 

  ： 水の密度 

g  ： 重力加速度 

0
  ： 入射波振幅 

a

s
p  ： 空気室内圧力の無次元複素振幅 

);,( tzx  ： 速度ポテンシャル 

),( zx  ： 速度ポテンシャルの無次元複素振幅 

  ： 入射波の角周波数 

i  ： 虚数単位 

t  ： 時間 

 

流体領域を BBDB の内部と外部に分割する。BBDB 外部の流体領域を領域 1、内部の流体

の領域を領域 2 とし、領域 1 における流体に関する支配方程式と境界値問題、領域 2 におけ

る流体に関する境界値問題、仮想境界 ' CC での領域 1 と領域 2 の接続条件を求める。 

境界値問題に境界要素法を適用し、一定要素で離散化された境界積分方程式を求める。 

空気室内の空気については、圧縮性流体と考え、空気室内の圧力変化、体積変化、温度変

化を以下のように表す。 
 

  tia
sa epgpp  Re00   （参-11） 

  ti
sa evVtV Re)( 0   （参-12） 

  ti
sa eTTtT Re)( 0   （参-13） 

 

上記の式を、空気室内空気の状態方程式、質量保存則、エネルギー保存式に代入して、非

線形項を線形化すると、空気室内の式は最終的には次のように表される。 
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 （参-

14） 

 

次に浮体の運動方程式は以下のようになる。 
 

 
  )()(

2

2
a

XX

w

X

ti

PFP
dt

Xed
M 



 （参-15） 

 
  )()()(

2

2
a

ZZ

s

Z

w

Z

ti

PFPP
dt

Zed
M 



 （参-16） 

 
  )()()(

2

2
asw

ti

TMTT
dt

ed
I 


  （参-17） 

 

上から順に水平方向、鉛直方向、回転方向に関する運動方程式である。 

ここで、 

M  ： 浮体質量と付加質量の和 

I  ： 浮体の慣性モーメントと付加慣性モーメントの和 
)()()( ,, ww

Z

w

X
TPP
 ：水による流体力 

)()( , ss

Z
TP
  ：  静的復元力 


MFF

ZX
,, ： 係留力 

)()()( ,, aa

Z

a

X
TPP
  ：空気室内の空気圧が空気室壁に及ぼす力 

 

以上の水に関する境界積分方程式、浮体の運動方程式、および空気室内空気の方程式に関

する積分方程式を解くことによって、流体境界上の速度ポテンシャルと浮体の運動、空気室

内の圧力を求めることができる。 

また、一次変換効率 は次のように与えられる。 
 

  *1 Re)(2 a
s

a
s

i

air ppkhf
BE

E











  （参-18） 

 

ここで、 

air
E  ： 空気の持つエネルギー 

i
E  ： 入射波のエネルギー 

*a

s
p  ： 

a

s
p の共役複素数 

B  ： 浮体幅 

 

詳細は参考資料「永田修一，豊田和隆，今井康貴，瀬戸口俊明，中川寛之．浮体式振動水柱

型波力発電装置「後ろ曲げダクトブイ」の一次変換効率解析法に関する研究」を参照のこと。 
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4. マルチレゾナンス 

波浪は様々な振動周期を持ち、かつ短期的、長期的に変動するため、常時高いエネルギー

変換効率を得るためには、空気室内水柱の固有振動周期を強制的に変化させるか、または波

力装置本体が多数の共振点を有するマルチレゾナンス型の構造にする必要がある。堀田らは、

図 参-2 に示すように、空気室前方の左右に Projecting wall を取り付け、マルチレゾナンス

の実現の可能性を示した（堀田等、1984）。図 参-3 にマルチレゾナンスによるエネルギー一

次変換効率改善の予想を示す。 

 

 
図 参-2 Projecting wall 概要 

（出典：堀田平等、1984 による図を参考に作成） 

 

 

図 参-3 マルチレゾナンスによるエネルギー一次変換効率改善の予想 
（出典：木原一禎等、2012） 

 

この概念を発展させ、既設ケーソンに安価に取り付けられるプロジェクティングウォール

付ユニット型多重共振型波力発電装置の開発が行われている。しかしながら、横軸に波周期、

縦軸にエネルギー一次変換効率をとった場合に、マルチレゾナンスとしての二つのピークは

実現したが、現実にはそれらのピークの間に大きな谷ができてしまい、トータルとしてのエ

ネルギー一次変換効率の大幅改善には至らないという課題をクリアできなかったため、実用

化には至っていない。 

 

5. Maxwell モデル 

実機のタービンによる空気抵抗はダンパーとしてモデル化でき、固定式の振動水柱型波力

Nozzle

Air chamber

Projecting wall

Bottom plate

Wave

Depth
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発電装置の簡易的な力学モデルは、図 参-4 のようになる。 

 

 

図 参-4 固定式振動水柱型波力発電装置の一般的な力学モデル 

 

慣性力として考慮する質量は、水柱の質量および付加質量を合わせた見かけ質量𝑚1である。

水柱には、水による減衰力（減衰係数𝑐1）、水による復元力（バネ定数𝑘1）、波強制力𝑢1、およ

び空気タービンの減衰力（減衰係数𝑐2）が働く。 

運動方程式は次式となる。 
 

 𝑚1�̈�1 = −𝑘1𝑥1 − (𝑐1 + 𝑐2)�̈�1 + 𝑢1 （参-19） 

 

これは、減衰のある場合の強制振動の方程式であり、この系から最大パワーを取り出すに

は、パラメータを変化させて、いかに共振させるかという問題に帰着する。 

ここで、もう少し厳密に対象を見てみる。図 4.2.7 の赤枠で囲った部分に注目すると、図 

参-5 のように、空気の圧縮性は空気バネとして、前述のように、実機のタービンによる空気

抵抗はダンパーとしてモデル化できる。 

空気室内で水柱が上昇して留まったと仮定しよう。十分な時間が経過した場合、もしバネ

とダンパーが並列であれば、減衰力は 0 となり一定の復元力が働く。しかし、実際にそのよ

うなことが起こった場合には、タービンから空気室外へ空気が抜けていくので、十分な時間

が経過した後は減衰力も復元力も働かない。これは、バネとダンパーを直列に並べると説明

がつく。バネとダンパーが直列の場合には、水柱がある変位で停止した場合には、十分な時

間が経過した後にはダンパーが変位を吸収して、減衰力も復元力も働かない。このように、

バネとダンパーが直列に並んでいるモデルを Maxwell モデルといい、浮体式振動水柱型波力

発電装置の浮体と水柱をつなぐ空気室と空気タービンは、Maxwell モデルとして取り扱うこ

とができる。 

  

空気タービンの
等価減衰

水柱の
見かけ質量

水による
復元力

水による減衰

波強制力
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図 参-5 空気室モデル 

 

したがって、浮体式の振動水柱型波力発電装置の一般的な力学モデルは、図 参-6 のように

なる。 

 

 

図 参-6 浮体式の振動水柱型波力発電装置のバネ質点系モデル 

 

慣性力として考慮する質量には、浮体の質量および付加質量を合わせた見かけ質量𝑚2の他

に、水柱の質量および付加質量を合わせた見かけ質量𝑚1が存在する。浮体および水柱にはそ

れぞれ、水による減衰力（減衰係数𝑐1, 𝑐3）、水による復元力（バネ定数𝑘1, 𝑘3）、波強制力𝑢1, 𝑢2、

空気タービンの減衰力（減衰係数𝑐2）、および空気室の空気バネによる力（バネ定数𝑘2）が働

く。 

浮体の見かけ質量と水柱の見かけ質量の間が Maxwell モデルとなる。力の釣り合いから、

次の方程式を得る。 
 

 𝑚1�̈�1 = −𝑘1𝑥1 − 𝑐1�̇�1 − 𝑘2(𝑥1 − 𝑥2) + 𝑢1 （参-20） 

 

 𝑘2(𝑥1 − 𝑥2) = 𝑐2(�̇�2 − �̇�3) （参-21） 

 

 𝑚2�̈�3 = 𝑐2(�̇�2 − �̇�3) − 𝑘3𝑥3 − 𝑐3�̇�3 + 𝑢2 （参-22） 
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式（参-20）、式（参-21）を式（参-19）と比べると、右辺に𝑐2�̇�3という項が付加されており、

問題が、単に水柱を共振させるのではなく、浮体と水柱の相対運動を最大化させることに変

化していることがわかる。 

なお、固定式の場合には、次の方程式になる。 
 

 𝑚1�̈�1 = −𝑘1𝑥1 − 𝑐1�̇�1 − 𝑘2(𝑥1 − 𝑥2) + 𝑢1 （参-23） 

 

 𝑘2(𝑥1 − 𝑥2) = 𝑐2�̇�2 （参-24） 

 

式（参-19）のような単なる共振問題ではない点に注意されたい。 

 

6. 空気室およびタービンのモデル化 

(1) 空気室 

空気室の相似則の考え方を、図 参-7 に示す。 

 

 

図 参-7 空気室の相似則の考え方 

 

実機を(a)とする。相似則は、実機と模型で慣性力と重力の比を合わせるフルード則を採用

する。縮尺をλ＝1/10 とすると、（模型の圧力変化）＝λ×（実機の圧力変化）とならなけれ

ばいけないが、単純に大きさを 1/10 にした(b)では、実機でも模型でも大気圧は等しいため

に、（模型の圧力変化）＝（実機の圧力変化）となってしまう。そこで、一部相似則を緩和し

て、(c)のように空気室の高さのみを実機と同じとすれば、（模型の圧力変化）＝λ×（実機の

圧力変化）が成り立つ。模型実験において、この追加した空気室を拡張空気室と呼ぶことと

する。 

 

(2) タービンモデルと流出係数 

一般にウェルズタービン（図 参-8）および衝動タービン（図 参-9）は、体積流量 pQ と差

圧 p の関係が 2 次であるオリフィスで模擬できると言われている。  

1気圧 約0.9気圧

1/10縮尺模型
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図 参-8 ウェルズタービン 図 参-9 衝動タービン 

（出典：一般社団法人 日本機械学会 流体工学部門 ウェブサイト） 

 

ここでは、 k を係数として、次のように定義する。 
 

 
)  :   0(

)  :   0(  

2

2

吸気

排気





pp

pp

QkQp

QkQp
 （参-25） 

 

式（参-25）を基に最小自乗法で近似曲線を求め、係数 k を求める。求めた k から、タービン

をオリフィスで模擬した場合には、流出係数 C は次式となる。 
 

 
 

42

218

dk

m
C




  （参-26） 

 
p

o

S

S
m   （参-27） 

 

ここで、 d [m]、  [kg/m3]、 o
S [m2]、 pS [m2]はそれぞれ、オリフィス直径、空気密度、オ

リフィス面積、空気室断面積である。 

 

(3) Maxwell モデルのバネ定数と減衰係数 

オリフィス特性試験から Maxwell モデルによる減衰とバネ定数を直接求める方法を以下

に示す。ただし、減衰については線形近似を行う。 

オリフィス特性試験における Maxwell モデルを図 参-10 の通りとして、振動水柱型波力

発電装置内部の水面変位を模擬したピストンの加振変位 px [m]、オリフィス出口での仮想的

な空気の変位を 0x [m]、その差を [m]とすると、 
 

 po xx   （参-28） 
 

ピストンの周期を [s]、角周波数  2 [rad/s]、 の振幅を 0 [m]、時間を t [s]として、 
 

 tt  cos)( 0  （参-29） 
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図 参-10 Maxwell モデル 

 

シリンダーの底面積を 
 

 ops SSS   （参-30） 

 

とする。シリンダー底面にかかる力 sF [N]を、 
 

 tBtApStF ss  sincos)(   （参-31） 

 

とした場合、フーリエ係数 A [N]、 B [N]を 
 

 
2

2

cos)(
2







tdttFA s  （参-32） 

 
2

2

sin)(
2







tdttFB s  （参-33） 

 

より求めれば、バネ定数G [N/m]および減衰係数 [Ns/m]はそれぞれ、 
 

 A

BA
G

22

0

1 

  （参-34） 

 B

BA 22

0

1 



  （参-35） 

 

で求められる。 
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4.3 可動物体型 

4.3.1  波エネルギー吸収の基本メカニズム 

可動物体型の波力発電装置は、波浪強制力によって水面上あるいは水中で動揺する可動物

体を持ち、可動物体の動揺を発電機構で電気エネルギーに変換する。可動部の運動モードに

より、並進動揺型と屈曲動揺型に大別される。図 4.3.1 に両形式の代表的な例を示す。 

この例のように、並進動揺型は鉛直軸に対して対称な形状の可動物体を持ち、あらゆる方

向から到来する波エネルギーを吸収できる形式が一般的である。一方、屈曲動揺型は屈曲方

向と波向を一致させるように配置する必要がある。 

 

 

図 4.3.1 代表的な可動物体型波力発電装置の分類 
（出典：EMEC ウェブサイトの図を参考に作成） 

 

(1) 流体力学特性 

波力発電装置およびその構成要素に働く流体力は、船舶や海洋構造物と同じく、ポテン

シャル理論に基づき評価する場合、またはモリソン式により評価する場合の 2 通りが考え

られる。波力発電装置や構成要素の代表長さが波長に比べて十分に大きければ、ポテンシ

ャル理論に基づき流体力を評価する。一方、それらの代表長さが波長に比べて小さく、流

れの剥離による抗力成分が無視できない状況であれば、モリソン式に基づき流体力を評価

する。一例として、円柱に作用する流体力のうち、どのようなものが支配的となるかを円

柱の直径と波長の比で整理した結果を図 4.3.2 に示す。図 4.3.2 中の 、 KC 、 /H

は、それぞれ直径波長比、クーリガン・カーペンター数（KC 数 : Keulegan-Carpenter 

number）、波傾斜である。およそ、𝐷 / λ ≧ 0.2の領域では、波長に比べて円柱の直径が相対

的に大きくなり、ポテンシャル理論で求められるディフラクション流体力を主として考慮

すべきである。流体力をモリソン式で与える場合の目安として、 0.2</ D 、 2.2>KC と

いう条件がある。 

ポテンシャル理論に基づく流体力の考え方、モリソン式に基づく流体力の考え方を本章

末の参考-1 に記述する。 

 

並進動揺型 屈曲動揺型

/D
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図 4.3.2 流体力領域図 
（出典：吉田宏一郎、2010） 

 

(2) 制御理論 

図 4.3.3 に示した上下方向にのみ運動する波力発電装置を例に、波から得られるエネル

ギー吸収量を最大化するための制御について考える。ここで、図中の発電機構は、浮体が

波エネルギーを最も効率良く吸収できるように、浮体の運動速度と位相を制御できるもの

と仮定する。また、入射波は規則波を仮定する。 

 

 

図 4.3.3 上下方向にのみ運動する波力発電装置 

（出典：Jørgen Hals et al.、2011 の図を参考に作成） 

 

浮体に波が入射すると、浮体には波浪強制力（𝐹𝑒3：フルード・クリロフ力とディフラク

ション力の和）が作用し、浮体の動揺によってラディエーション流体力𝐹𝑟3が作用する。浮

体に作用する力𝐹𝑡3は式（4.3.1）と表す。なお、式（4.3.1）中の�̂�𝑡3, �̂�𝑒3, �̂�𝑟3は、それぞれ、

浮体に作用する力、波浪強制力、ラディエーション流体力の複素振幅を意味している。以

降、変数にハット「^」を付加した場合は複素振幅とする。なお、発電機構による制御力や

波力発電装置の機械摩擦力等は、全て𝐹𝑡3に含まれているものとする。 
 

 �̂�𝑡3 = �̂�𝑒3 + �̂�𝑟3 （4.3.1） 
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ここで、電気回路との類推から得られるインピーダンス（impedance、出力の複素振幅

と定常振動の速度の複素振幅の比）の考え方をラディエーション流体力に対して導入する。

すなわち、ラディエーションインピーダンス𝑍33(𝜔)を用いて、上下方向の運動速度𝑢3を入

力とした時のラディエーション流体力を式（4.3.2）のように記述する。式（4.3.2）中の𝑍33(𝜔)

は複素数であり、式（4.3.3）のように実部と虚部に分けて表示すると、実部は造波減衰力

係数𝑅33となり、虚部には付加質量係数𝑚33があらわれる。式（4.3.2）を式（4.3.1）に代入

すると、浮体に作用する力は式（4.3.4）となる。 
 

 �̂�𝑟3 = −𝑍33(𝜔)�̂�3 （4.3.2） 

 

 𝑍33(𝜔) = 𝑅33(𝜔) + 𝑖𝑋33 = 𝑅33(𝜔) + 𝑖𝜔𝑚33(𝜔) （4.3.3） 

 

 �̂�𝑡3 = �̂�𝑒3 − 𝑍33�̂�3 （4.3.4） 

 

式（4.3.4）の両辺に 1/2�̂�3
∗を掛け、その実部をとれば浮体が吸収する波パワー（以降、吸

収パワーと呼ぶ）の時間平均値が式（4.3.5）で得られる。なお、式（4.3.5）中の�̂�3
∗は、�̂�3

の複素共役である。また、𝑃𝑒、𝑃𝑟は、それぞれ波浪強制力パワーの時間平均値、ラディエー

ション流体力パワーの時間平均値を示している。 
 

 𝑃 =
1

2
Re[�̂�𝑡3�̂�3

∗] = 𝑃𝑒 − 𝑃𝑟 （4.3.5） 

 

𝑃𝑒、𝑃𝑟は、以下のように与えられる。 
 

 𝑃𝑒 =
1

2
Re[�̂�𝑒3�̂�3

∗] =
1

4
(�̂�𝑒3�̂�3

∗ + �̂�𝑒3
∗ �̂�3) （4.3.6） 

 

 𝑃𝑟 =
1

2
Re[𝑍33�̂�3�̂�3

∗] =
1

2
𝑅33|�̂�3|2 （4.3.7） 

 

式（4.3.6）について、運動速度と波浪強制力の位相差を𝛾3とすれば、位相差を用いて式

（4.3.8）と書き直せる。 
 

 𝑃𝑒 =
1

2
|�̂�𝑒3||�̂�3| cos(𝛾3) （4.3.8） 

 

式（4.3.8）の波浪強制力のパワーは、運動速度の絶対値に対して 1 次関数であり、ラデ

ィエーション流体力のパワーは 2 次関数であるから、吸収パワーと運動速度の絶対値との

関係を模式的に表すと図 4.3.4 の放物線となる。この図から、波浪場から波浪強制力を介

して波力発電装置に供給されたエネルギーの一部は、ラディエーション流体力のパワーと

して波浪場に戻っていくことが分かる。  
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図 4.3.4 吸収パワーと運動速度の絶対値の関係 

 

発電機構については、浮体が波エネルギーを最も効率良く吸収できるように、浮体の運

動速度と位相を制御できるものと仮定していた。式（4.3.5）に式（4.3.6）と式（4.3.7）を

代入して整理すれば、吸収パワー𝑃が極大化する為に発電機構が実現すべき運動速度の絶

対値|𝑢3|𝑜𝑝𝑡の条件は、式（4.3.9）で与えられる。式（4.3.9）を式（4.3.5）に代入すると吸

収パワー𝑃𝑚𝑎𝑥は式（4.3.10）となる。また、式（4.3.9）を式（4.3.7）および式（4.3.8）に

代入すれば、この条件で、吸収パワー、ラディエーション流体力パワー、波浪強制力パワ

ーには式（4.3.11）の関係が成り立つことが分かる。 
 

 |�̂�3|𝑜𝑝𝑡 =
|�̂�𝑒3|

2𝑅33
cos(𝛾3) （4.3.9） 

 𝑃𝑚𝑎𝑥 =
|�̂�𝑒3|2

8𝑅33
cos2(𝛾3) （4.3.10） 

 𝑃𝑚𝑎𝑥 = (𝑃𝑟3)𝑜𝑝𝑡 =
1

2
(𝑃𝑒3)𝑜𝑝𝑡 （4.3.11） 

 

さらに、式（4.3.10）は、運動速度と波浪強制力の位相差𝛾3を含んでいるので発電機構に

よって位相差を 0、すなわち上下揺れの同調状態に制御すれば、最大吸収パワー𝑃𝑀𝐴𝑋が得

られる。この時、式（4.3.9）および式（4.3.11）は、それぞれ式（4.3.13）、式（4.3.14）と

なる。 
 

 𝑃𝑀𝐴𝑋 =
|�̂�𝑒3|2

8𝑅33
 （4.3.12） 

 |�̂�3|𝑂𝑃𝑇 =
|�̂�𝑒3|

2𝑅33
 （4.3.13） 

 𝑃𝑀𝐴𝑋 = (𝑃𝑟3)𝑂𝑃𝑇 =
1

2
(𝑃𝑒3)𝑂𝑃𝑇 （4.3.14） 

 

波力発電装置の機械摩擦力による損失も含めた最大吸収パワーの考え方、および波エネ

ルギー吸収を最大化するための制御については章末の参考-2 に記述する。 
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4.3.2 数値計算技術 

可動物体型波力発電装置は、発電機構と接続された可動物体を波の中で運動させて発電を

行う。数値シミュレーションは水槽試験と同じく、発電性能および安全性に関する性能の検

証を目的としている。その為、数値シミュレーションにおいては、可動物体の流体力学特性

だけでなく、発電機構の機械的特性も適切にモデル化する必要がある。また、可動物体、発

電機構およびその他波力発電装置に含まれる構造体を統合した数値シミュレーションが必須

であり、機構解析を実施可能であることが、数値シミュレーションツールに求められる。表 

4.3.1 に可動物体型波力発電装置に適用可能な数値シミュレーションツールをまとめる。 

可動物体型波力発電装置に関する数値シミュレーションは、既往の汎用数値シミュレーシ

ョンツールを組み合わせて実施されたり、船舶海洋工学の分野で利用される数値シミュレー

ションツールを援用して実施されてきた。近年では、波力発電装置に特化した数値シミュレ

ーションツールの開発も進んでいる。ここでは、波力発電装置に特化した数値シミュレーシ

ョンツールの中で、可動物体型波力発電装置に適用可能な数値シミュレーションツールの一

部を紹介する。各シミュレーションツールの詳細な説明および利用法等は参考資料に記載し

た出典元を参照のこと。 

 

表 4.3.1 可動物体型波力発電装置に適用可能な数値シミュレーションツール 

名称 開発者 開発国 

シミュレーション モデリング 

Time / 

Frequency 

domain 

統合化 単体/多体 

Wave Dyn DNV GL AS ドイツ Time domain 
M.B.D 

ソルバ 

単体/多体（10 機

程度） 

WEC-Sim Sandia-NREL 米国 Time domain 
MATLAB 

Simulink 
単体 

WaveFarmer DNV GL AS ドイツ Time domain ― アレイ専用 

SNL-SWAN 

Sandia 

National 

Laboratory 

米国 Time domain ― アレイ専用 

 

4.3.3 水槽実験技術 

可動物体型の波力発電装置は、他の波力発電装置と同じく、新規技術で実証がなされてい

ないものが多い。したがって、波力発電装置の開発は、コンセプトの検証から始まり、構成

要素、部分システム（サブシステム）、全体システムのように、初めは小さな要素・部分から

徐々に大きな要素・部分に向かって、また、そのサイズも小さなスケールからより大きなス

ケールを経て、フルスケールに向かって開発が進展する。開発における基本的な評価項目は、

発電性能および安全性に関する性能である。この 2 点が十分に評価されていることで、はじ
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めて事業化に向けた経済性や環境への影響の検討が現実的となる。 

水槽試験およびその結果は、開発の各段階で検討される発電性能および安全性に関する性

能に関する項目を確認すると共に、波力発電装置の開発出資者への投資判断材料ともなりう

る。参考資料では水槽試験の目的を表 4.3.2 として例示している。また、実海域での実証試

験に到達するまでを 5 段階に分けて考え、各段階で典型的な模型縮尺、利用すべき施設、試

験期間ならびに試験点数等を例示している。水槽試験は第 1、第 2 段階で実施される。水槽

試験の典型的な模型縮尺、利用すべき施設、試験期間ならびに試験点数等を表 4.3.3 に示す。 

 

表 4.3.2 水槽試験の主な目的 

 目的 

1 発電装置の挙動・動作原理の検証 

2 数値モデルの検証と校正 

3 技術的性能の定量化 

4 係留系や基礎構造物等の設計改善に資する環境外力データの取得 

5 
流体力学的プロセスとその他の物理的プロセスの特定およびそれらの理

解の向上 

6 最適性能を引き出す設計に用いる詳細なデータの取得 

7 発電機構に関する技術者のための詳細情報の生成 

8 発電装置の経済性評価 

9 発電装置の凌波性と堪航性の定量化 

10 発電装置の極値海象条件下の耐航性の検証※ 

11 発電装置の環境負荷※ 

※環境外力が穏やかな海象条件を有する試験場での計測に先行して実施しても良い。 

（出典：NEDO、2013 による表を参考に作成） 
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表 4.3.3 水槽試験内容の例示 

 
第 1 段階 

第 2 段階  
コンセプト検証 性能検証 最適化 

縮尺 1/100～1/25 1/25～1/10 

目的 

・動作原理の検証 

・発電性能に寄与するパラメータ把握 

・波力発電装置に働く流体力特性把握 

・発電装置の波浪中応答（RAO）把握 

・発電機構模型の特性把握 

・実海域に近い波

浪条件での性能

把握（含波向） 

・発電装置の RAO

の把握 

・耐航性能の把握 

・設置海域に至る

航路上での安全

性確認 

・第 1 段階の検証 

・耐航性能の検証 

・係留系破断時の挙

動確認 

模型 

・状態変更可能な設計 

・発電機構モデルは減衰力を可変 

・標準的な係留系、質量分布を模擬 

実機に近い質量分

布を模擬 

実機と同じ係留系

配置 

計測項目 波力発電装置の運動、波力発電装置および発現機構に働く力、水面変位 

施設 2 次元水路、試験水槽 試験水槽 

期間 1～3 週間 1～3 ヵ月 1～3 ヵ月 6～12 ヵ月 

点数 50～500 点 250～500 点 100～250 点 50～250 点 

波条件 

規則波（小波高、

周期 10～25 通り程

度） 

不規則波（5 通り程

度） 

不規則波（実機で 20 分相当） 

数種の海洋波の周波数スペクトル 

設置海域での周波

数スペクトル 

長波頂および短波

頂不規則波 

（出典：EMEC、2009 による表を参考に作成） 

 

(1) 可動物体型波力発電装置の発電機構の模型化 

可動物体型波力発電装置を例に、発電機構（PTO : Power Take Off）の模型化に関する

先行研究例を紹介する。先行研究では、PTO を復元力機構と減衰力機構の力学的素子とし

て模型化している事例が多い。表 4.3.4 に PTO の模型化例を示す。PTO の模型化は、水

槽試験で確認したい項目により程度が異なる。コンセプトの検証や基本的な安全性の確認

が目的であれば、ダンパーおよびバネを力学的素子として用いる事例もある。一方、発電

性能の確認も行う場合は、制御可能な機器（AC サーボモータ、直動式リニアモータ等）を

力学的素子として用いる事例もある。 
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表 4.3.4 PTO の模型化例 

発電模擬方式 模型化の事例 概要 

並進動揺 

モータ式 

トルク制御 

 

定トルクモータと

ギヤを組み合わ

せ、可動物体の運

動速度に比例する

減衰力と変位に比

例する復元力を発

生させる。 

並進動揺 

モータ式 

推力制御 

 
(出典：Mackay, Ed et al.、2012) 

直動式リニアモー

タを採用。電流指

令値に応じた推力

を発生。運動速度

に対して線形／非

線形な推力を発生

させることが可

能。 

屈曲運動 

モータ式 

トルク制御 

 

(出典：Mackay, Ed et al.、2012) 

ヒンジ部に 2 台の

サーボモータを取

り付けトルクを制

御。可動物体の角

速度に対して線形

的／非線形な推力

を発生させること

が可能。 

屈曲運動 

ダンパー・バ

ネ式 

トルク制御 

 

(出典：海上・港湾・航空技術研究所海上技術安全研究所提供) 

ヒンジ部に 2 台の

ダンパー、バネ機

構を設置。ダンパ

ー、バネ機構は、減

衰力係数や復原力

係数を数種設定で

きるように設計。 
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(2) 可動物体型波力発電装置の水槽試験例（屈曲動揺型） 

Pelamis Wave Power 社による Pelamis の開発を例に、コンセプト検証から実海域試験

までに実施された水槽試験を表 4.3.5 に紹介する。Pelamis の場合は、初歩的な安全性の

確認（1/80 スケール、1998 年 5 月）から始まり、試験目的に応じて徐々にスケールを大き

くしていることが分かる。また、必要に応じて、再び小スケールの模型試験を行う等（例

えば、1/50 スケール、2002 年 8 月）、水槽試験における検証のループを繰り返しているこ

とが分かる。 

 

表 4.3.5 実海域試験までに実施された水槽試験例（Pelamis の場合） 

 

（出典：Cruz J.、2010） 
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参考-1 可動物体型の流体力学特性 

1. ポテンシャル理論に基づく流体力 

流体は非粘性・非圧縮・渦なし流れを仮定すると、速度ポテンシャルを導入することがで

きる。図 参-1.1 のように場を設定する。この図では、一例として船舶の形状を描いているが、

対象構造物としては、浮体式の構造物はもとより、海底に固定された構造物の場合も基本的

には同一である。 

図 参-1.1 に示した流体領域は、浮体の没水表面 SH、波の存在する自由表面 SF、無限遠方

での放射境界 S∞、および水底 SB で囲まれているとする。水深は一定でありその値を h とす

る。座標系は静止水面上に原点を持つ空間固定座標系 o-xyz であり、z 軸は鉛直上向きを正と

する。 

 

 

図 参-1.1 流体領域 

 

入射波の速度ポテンシャルは、式（参-1.1）で表すことができる。式（参-1.1）で、 a は波

の振幅、K は無限水深での波数、 は波の円周波数である。また、  Re は実部をとること

を意味している。 
 

   





  tiyxiKKz
i

g
tx

a 



 sincosexpRe),(0  （参-1.1） 

 

式（参-1.1）の時間項を分離して表すと式（参-1.2）となる。 
 

 




 )(exp)(Re),( 00 tix
i

g
tx a 




   

ただし、 

    sincosexp)(0 yxiKKzx   （参-1.2） 

 

x


SF

SH n

n

z

y

入射波

S∞
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式（参-1.2）を入力として考えると、線形境界値問題の解としての速度ポテンシャルは、式

（参-1.3）の形となる。式（参-1.3）中の 7 は、浮体が入射波を散乱させる撹乱ポテンシャル

を表す。 70
  を D

 と表し、ディフラクションポテンシャルと呼ぶ。また、 j
 （ j ＝1~6）

は、浮体の j モードの動揺（ j ＝1：surge， j ＝2：sway， j ＝3：heave， j ＝4：roll， j =5：

pitch， j =6：yaw）によるラディエーションポテンシャルである。 jX は、 j モードの動揺を

 )exp(Re tiX j  と表した時の複素振幅であり、 jX は運動方程式の解となっている。 
 

  )(exp)(Re),( tixtx   （参-1.3） 

ただし、 

   )()()()(
6

1

70
xXixx

i

g
x

j

j

j

a 



 



   

 

速度ポテンシャル j
 （ j ＝1~6）および 7 が満足すべき周波数領域での条件式は、式（参-

1.4）で表される。式（参-1.4）中の[L]は質量保存則から得られる連続の方程式、[F]は自由表

面条件、[B]は水底条件、[H]は物体（船体）表面条件、[R]は無限遠方の境界 S における波の

放射条件である。これらの周波数領域での線形境界値問題を解く方法として、境界要素法、

多重極展開法、領域分割法が知られており、これらを以下に概説する。 
 

 
 

  























22
0

70

2

asexp
1

[R]

on0,[H]

for 0[B]

0 for0[F]

0 for0[L]

yxRRik
R

S
n

n
n

hz
z

zK
z

z

j

Hj

j

j

j

j

j












 （参-1.4） 

 

① 境界要素法 

物体表面を多数の要素に分割し、そこに湧き出しに基づくグリーン関数（Green 

function）を利用して解く方法である。2 次元、3 次元物体の両方に適用できる手法であ

る。物体の浸水表面の分割要素毎に強さが周期的に変化する湧き出しが存在するとし、

その強さを境界条件を満たしながら解くことで速度ポテンシャルを求める方法を特異点

分布法という。 

 

② 多重極展開法 

速度ポテンシャルを級数で表し、各項の係数を境界条件によって決める方法である。

物体断面形状に制約はあるものの計算時間は短い。いわゆる、ルイスフォーム（Lewis 

Form）断面に対する Ursell-田才法などがある。この方法は、船体運動の解析に用いら

れているストリップ法の基礎となっている 2 次元ポテンシャル理論である。 
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③ 領域分割法 

自由表面条件と海底条件から定まる固有値に対応する固有関数により速度ポテンシャ

ルを展開する方法であり、浅海域の箱型断面形状の浮体などに有効性を発揮する方法で

ある。固有関数展開法とも呼ばれる。 

 

2. モリソン式に基づく流体力 

Morison らは、振動流中の流れ方向の流体力に関して、物体から剥離した渦から受ける力

が流体速度の 2 乗に比例する成分と、流体加速度に比例する成分に分けられると考え、ポテ

ンシャル理論によって求められる付加質量に基づく力と水平浮力を含めて、円柱に働く単位

長さ当たりの流体力が式（参-1.5）で表現できるとした。 
 

 
dt

du
DCuDuCf mdI

2

42

1 
   （参-1.5） 

 

式（参-1.5）で右辺の第 1 項、第 2 項はそれぞれ抗力、質量力と呼ばれる。係数 dC 、 mC

は抗力係数、質量係数と呼ばれる。第 1 項の質量力には、渦から受ける成分に加え、ポテン

シャル理論によって求められる付加質量に基づく力と水平浮力が含まれている。 

式（参-1.5）を円柱以外の形状に適用する場合は、抗力係数については表 参-1.1 の値が、

質量係数については表 参-1.2 の値が一般的に用いられる。これらの流体力係数は、実際には

KC 数と Re 数に依存するが、実用的にはどちらの係数も一定値として与えることが多い。 
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表 参-1.1 柱状物体の抗力係数 

 

（出典：日本造船学会海洋工学委員会性能部会、2003） 

 

表 参-1.2 柱状物体の質量係数 

 

（出典：土木学会、1972 による表を参考に作成） 

  

断面形状
基準
断面積

質量係数
Cm

a/b=10

a/b=5

a/b=1

a/b=1/5

a/b=1/10

1.10

1.20

2.00

6.00

11.0

a/b=

a/b=10

a/b=5

a/b=1

a/b=1/5

a/b=1/10

1.00

1.27

1.46

2.78

8.35

15.0

a/b=2

a/b=1

a/b=1/2

a/b=1/5

1.05

1.08

1.31

2.20

2b

2a

2b

2a

2aπ

2b

2a



2aπ

2aπ
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参考-2 可動物体型の制御理論（詳細） 

4.3.1(2)の制御理論では、機械損失を考慮しない場合の吸収パワーについて記載した。ここで

は、波力発電装置の機械摩擦力等が含まれる場合の吸収パワーの考え方を記載する。 

式（4.3.5）で定義した吸収パワー𝑃は、浮体に作用する力𝐹𝑡3をパワーに換算して得られた。

𝐹𝑡3には、発電機構による制御力や波力発電装置の機械摩擦力等が含まれている。そこで、式（参

-2.1）のように発電機構によって電気エネルギーに変換されるパワー𝑃𝑢（以降、有効パワーと呼

ぶ）と機械摩擦等の損失で失われるパワー𝑃𝑓（以降、損失パワーと呼ぶ）の 2 種類に分離する

ことを考える。 
 

 𝑃 = 𝑃𝑢 + 𝑃𝑓 （参-2.1） 

 

ここでは、簡単のため、発電機構で発生する制御力𝐹𝑢3と機械摩擦等の損失となる力𝐹𝑓3は、運

動速度に比例する要素としてモデル化できると仮定し、式（参-2.2）および式（参-2.3）と定義

する。なお、発電機構は、波エネルギーを最も効率良く吸収できるように、浮体の運動速度と

位相を制御できるものと仮定していたので、発電機構の減衰係数𝑅𝑢は任意の値に設定できるも

のとする。 
 

 𝐹𝑢3 = −𝑅𝑢𝑢3 （参-2.2） 

 

 𝐹𝑓3 = −𝑅𝑓𝑢3 （参-2.3） 

 

式（参-2.3）を用いると、損失パワーは式（参-2.4）で与えられる。 
 

 𝑃𝑓 =
1

2
𝑅𝑓|�̂�3|2 （参-2.4） 

 

また、有効パワーは式（参-2.5）で与えられる。なお、式（4.3.7）および式（4.3.8）を導出

の際に用いている。 
 

 𝑃𝑢 =
1

2
𝑅𝑢|�̂�3|2 = 𝑃 − 𝑃𝑓 = 𝑃𝑒 − (𝑃𝑟 + 𝑃𝑓) 

            =
1

2
|𝐹𝑒3||�̂�3| cos(𝛾3) −

1

2
(𝑅33 + 𝑅𝑓)|�̂�3|2  （参-2.5） 

 

発電機構により、運動速度と波浪強制力の位相差𝛾3が 0 に制御されている条件を考えると、

𝑃𝑒、𝑃𝑟、𝑃、𝑃𝑓、𝑃𝑢と運動速度の絶対値の関係は図 参-2.1 となる。また、式（参-2.5）で位相差

𝛾3を 0 とした場合、最大有効パワーおよびその時の速度の絶対値は、式（参-2.6）および式（参

-2.7）で与えられる。 
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図 参-2.1 パワーと運動速度の絶対値の関係 

 

 𝑃𝑢,𝑀𝐴𝑋 =
|�̂�𝑒3|2

8(𝑅33+𝑅𝑓)
 （参-2.6） 

 |�̂�3|𝑂𝑃𝑇 =
|�̂�𝑒3|

2(𝑅33+𝑅𝑓)
 （参-2.7） 

 

ここまで、発電機構は「波エネルギーを最も効率良く吸収できるように、浮体の運動速度と

位相を制御できる」としていたが、その具体的な設定条件については触れていない。ここで、

図 4.3.3 に立ち戻り、波力発電装置の運動方程式を式（参-2.8）と定義する。式（参-2.8）中の

𝑠、𝐹𝑏3、𝑠𝑏3は、それぞれ浮体の上下方向変位、浮力、復原力係数である。 
 

 𝑚�̈� = 𝐹𝑒3 + 𝐹𝑟3+𝐹𝑏3 + 𝐹𝑓3+𝐹𝑢3 

 𝑢 = �̇�       

 𝐹𝑏3 = −𝑠𝑏3𝑠 （参-2.8） 

 

式（参-2.8）は時間領域での運動方程式であるが、これをフーリエ変換により周波数領域の運

動方程式に書き換えると式（参-2.9）となる。 
 

 [𝑅33(𝜔) + 𝑅𝑓3 + 𝑖{𝜔(𝑚 + 𝑚33(𝜔)) − 𝑠𝑏3 𝑖𝜔⁄ }]�̂� = �̂�𝑒3 + �̂�𝑢3 （参-2.9） 

 

ここで、式（参-2.9）の運動方程式に機械インピーダンス𝑍𝑖(𝜔)を導入すれば、式（参-2.9）は

式（参-2.10）と書き直せる。なお、式（参-2.10）中の機械インピーダンス𝑍𝑖(𝜔)は式（参-2.11）

で定義する。 

𝑍𝑖(𝜔)�̂� = 𝐹𝑒3̂ + 𝐹𝑢3̂                        （参-2.10） 

 
𝑍𝑖(𝜔) = 𝑅𝑖 + 𝑖𝑋𝑖 = 𝑅33(𝜔) + 𝑅𝑓3 + 𝑖{𝜔(𝑚 + 𝑚33(𝜔)) − 𝑠𝑏3 𝑖𝜔⁄ }      （参-2.11） 

 

ラディエーション流体力の場合と同様に、制御力𝐹𝑢3に対してもインピーダンスの考え方を導

入する。式（参-2.2）では、制御力は運動速度に比例する要素としてモデル化したが、ここでは

式（参-2.12）のインピーダンスを持ったモデルに拡張する。 
 

 �̂�𝑢3 = −𝑍𝑢(𝜔)�̂� = −(𝑅𝑢 + 𝑖𝑋𝑢)�̂� （参-2.12） 
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式（参-2.12）を式（参-2.10）に代入すると、式（参-2.13）を得る。 
 

 {𝑍𝑖(𝜔) + 𝑍𝑢(𝜔)}�̂� = �̂�𝑒3 （参-2.13） 

 

有効パワーは、式（参-2.12）の両辺に、1/2�̂�3
∗を掛け、その実部をとれば良いので、式（参-

2.14）で求めることができる。さらに、式（参-2.13）を用いて�̂�3を消去すれば、有効パワーを

機械インピーダンスと制御力のインピーダンスを用いて式（参-2.15）のように表すことができ

る。 
 

 𝑃𝑢 =
1

2
Re[−�̂�𝑢3�̂�3] =

1

2
Re[𝑍𝑢(𝜔)]|�̂�3|2 （参-2.14） 

 

 𝑃𝑢 =
1

2
Re[𝑍𝑢(𝜔)]

|�̂�𝑒3|2

|𝑍𝑖(𝜔)+𝑍𝑢(𝜔)|2 

              =
1

2

𝑅𝑢(𝜔)|�̂�𝑒3|2

(𝑅𝑖(𝜔)+𝑅𝑢(𝜔))
2

+(𝑋𝑖(𝜔)+𝑋𝑢(𝜔))
2 （参-2.15） 

 

式（参-2.15）を見ると、𝑅𝑢(𝜔)を 0 に近づけると𝑃𝑢も 0 に収束し、𝑅𝑢(𝜔)が に発散す

ると𝑃𝑢は 0 に収束する。式（参-2.14）より、Re[𝑍𝑢(𝜔)] = 𝑅𝑢(𝜔)は正の値であるから、式（参

-2.15）が最大値を取るのは𝜕𝑃𝑢 𝜕𝑅𝑢⁄ = 0となる条件である。 
 

            
𝜕𝑃𝑢

𝜕𝑅𝑢
=

|�̂�𝑒3|
2

2

[(𝑅𝑖(𝜔) + 𝑅𝑢(𝜔))
2

+ (𝑋𝑖(𝜔) + 𝑋𝑢(𝜔))
2

] − 2𝑅𝑢(𝜔) [(𝑅𝑖(𝜔) + 𝑅𝑢(𝜔))
2

]

[(𝑅𝑖(𝜔) + 𝑅𝑢(𝜔))
2

+ (𝑋𝑖(𝜔) + 𝑋𝑢(𝜔))
2

]
2

=
|�̂�𝑒3|

2

2

(𝑅𝑖(𝜔) + 𝑅𝑢(𝜔))(𝑅𝑖(𝜔) − 𝑅𝑢(𝜔)) + (𝑋𝑖(𝜔) + 𝑋𝑢(𝜔))
2

[(𝑅𝑖(𝜔) + 𝑅𝑢(𝜔))
2

+ (𝑋𝑖(𝜔) + 𝑋𝑢(𝜔))
2

]
2  

  （参-2.16） 

 

上式より、𝜕𝑃𝑢 𝜕𝑅𝑢⁄ = 0となる場合、制御力のインピーダンスが式（参-2.17）を満たす必要が

ある。また、式（参-2.17）が成り立つとき、𝑃𝑢の最大値は式（参-2.6）に一致する。 
 

 𝑅𝑢(𝜔) = 𝑅𝑖(𝜔) = 𝑅33(𝜔) + 𝑅𝑓                                   

                      𝑋𝑢(𝜔) = −𝑋𝑖(𝜔) = −𝜔(𝑚 + 𝑚33(𝜔)) +
𝑠𝑏3

𝜔⁄  （参-2.17） 
 

ここまでは、入射波を正弦波とし、波から吸収するパワーを最大化する条件を述べてきた。

以降は、任意の入射波とし、波から吸収するエネルギーを最大化する条件を調べる。 

まず、周波数領域の運動方程式式（参-2.10）を逆フーリエ変換し、時間領域の運動方程式、

式（参-2.18）を得る。なお、式（参-2.18）中の「∗」は畳み込み積分を示す 
 

 ∫ 𝑧𝑖(𝜏)𝑢
+∞

−∞
(𝑡 − 𝜏)𝑑𝜏 = 𝑧𝑖(𝑡) ∗ 𝑢(𝑡) = 𝐹𝑒3(𝑡) + 𝐹𝑢3(𝑡) （参-2.18） 

 

時間領域で、瞬時の有効パワーは𝑃𝑢 = −𝐹𝑢3(𝑡)𝑢3(𝑡)となるので、有効エネルギーは、式（参-

2.19）で得られる。式（参-2.19）にパーシヴァルの定理および𝐹𝑢3(𝑡)と𝑢3(𝑡)が実数であること

を利用すれば、式（参-2.19）は式（参-2.20）と書き直せる。 
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 𝑊𝑢 = − ∫ 𝐹𝑢3(𝑡)𝑢
+∞

−∞
(𝑡)𝑑𝜏 （参-2.19） 

 

 𝑊𝑢 =
1

2𝜋
∫ {−𝐹𝑢3(𝜔)𝑢∗(𝜔) − 𝐹𝑢3

∗ (𝜔)𝑢(𝜔)}
+∞

0
𝑑𝜔 （参-2.20） 

 

さらに、式（参-2.20）を代数的に式変形し、式（参-2.21）とする。 
 

 𝑊𝑢 =
1

2𝜋
∫ {

|𝐹𝑒3|2

2𝑅𝑖(𝜔)
− [

𝐹𝑒3𝐹𝑒3
∗

2𝑅𝑖(𝜔)
+ 𝐹𝑢3(𝜔)𝑢∗(𝜔) + 𝐹𝑢3

∗ (𝜔)𝑢(𝜔)]}
+∞

0
𝑑𝜔 

 =
1

2𝜋
∫ {

|𝐹𝑒3|2

2𝑅𝑖(𝜔)
−

𝛼(𝜔)

2𝑅𝑖(𝜔)
}

+∞

0
𝑑𝜔                                                        （参-2.21） 

 

ここでは、𝛼(𝜔) = 𝐹𝑒3𝐹𝑒3
∗ + 2𝑅𝑖(𝜔){𝐹𝑢3(𝜔)𝑢∗(𝜔) + 𝐹𝑢3

∗ (𝜔)𝑢(𝜔)}としている。 

式（参-2.21）は、被積分関数の第 2 項が、制御力の設定が最適でない場合に生じる損失と考

えることができる。この損失をゼロとすれば最適な制御が実現できているといえる。式（参-2.22）

は 2 通りの式変形で整理でき、それぞれ式（参-2.23）、式（参-2.24）と表すことができる。 
 

 𝛼(𝜔) = 𝐹𝑒3𝐹𝑒3
∗ + 2𝑅𝑖(𝜔){𝐹𝑢3(𝜔)𝑢∗(𝜔) + 𝐹𝑢3

∗ (𝜔)𝑢(𝜔)} （参-2.22） 

 

 𝛼(𝜔) = |𝐹𝑢3(𝜔)+𝑍𝑖
∗𝑢(𝜔)|2 （参-2.23） 

 

 𝛼(𝜔) = |𝐹𝑒3(𝜔) − 2𝑅33(𝜔)𝑢(𝜔)|2 （参-2.24） 

 

式（参-2.23）より、損失を「0」とするためには、制御力のインピーダンスが式（参-2.25）

の関係を満たす必要がある。このように制御力のインピーダンスに着目する制御法を抵抗制御

（reactive control）や複素共役制御（complex-conjugate control）といい、1970 年代から研究

が進んでいた。 
 

 𝐹𝑢3(𝜔) = −𝑍𝑖
∗𝑢(𝜔) DOL（参-2.25） 

 

一方、式（参-2.24）より、損失を「0」とするためには、可動物体の運動速度および位相が式

（参-2.26）を満たす必要がある。このように可動物体の運動速度と位相を制御パラメータとす

る制御法を振幅位相制御法（amplitude and phase control method）という。 
 

 𝑢(𝜔) =
𝐹𝑒3(𝜔)

2𝑅33(𝜔)
 （参-2.26） 
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5 潮流・海流発電システム 

潮流・海流発電は、基本アイデアは風車に類似しているが、実用化に向けては研究開発の途上

にある。したがって、基本原理は明確になりつつあるものの、施工技術や維持管理技術を細かく

議論する段階には至っていない。ここでは、基礎原理に軸足をおいた説明になるが、開発の方向

性を感じ取ってほしい。 

この分野の概略については、「5.1 概説」のみを読んでいただければこと足りる。もう少し解析

的に勉強したい読者は、各論に進んでいただきたい。 

5.1 概説 

潮流は、月と太陽の引力で生じる周期的な変動である潮汐によって起こる水平方向の流れで

ある。海底の地形、特に沿岸部やその他の狭窄部（島など）により変化し、流路が狭い地点で

は流速が速くなる。潮の干満によって流れるため（図 5.1.1）、そのタイミングと規模はかなり

予測可能であり、発電に利用する場合の長所となる。また、流れがほぼ止まる時（憩流）があ

るため、作業を行う上で好都合である。ただし、狭い流路では大規模化が制限される他、乱れ

が大きいという短所もある。また、流向が反転すること（転流）に対応した装置が必要である。 

 

 

図 5.1.1 潮流と潮汐の時間変化の例 

（出典：NEDO、2013） 

 

海流は、太陽熱と偏西風などの風によって生じる大洋の大循環流であり、地球の自転と地形

によってほぼ一定の方向に流れている。図 5.1.2 に日本周辺の海流を示す。これらの海流は連

続的に同一方向に流れ、一般的には流速、流量および流路の変化は少ない。また、エネルギー

量も大きい。地形的な制約が少ないため大規模化・ファーム化が可能であるが、潮流発電の適

地よりも水深が深く、また離岸距離が大きいため初期コストは大きくなる。なお、世界的な主

要海流の一つである黒潮（日本海流）は、幅 100km、水深数百 m にも及ぶため膨大なエネルギ

ーを持つが、大蛇行と呼ばれる流路の変化を起こす場合があるため、設置海域に注意が必要で

ある。 
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図 5.1.2 我が国周辺の主な海流 

（出典：海上保安庁ウェブサイト） 

 

潮流・海流発電は、このような流れの運動エネルギーを利用するものである。一般的には水

車によって回転エネルギーに変換することから、技術的には風力発電と共通する部分が多いが、

キャビテーションの発生や海面下の厳しい条件（腐食、海洋瓦礫、生物付着など）を考慮しな

ければならない。 

潮流発電と海流発電の違いを表 5.1.1 にまとめる。 

 

表 5.1.1 潮流発電と海流発電の比較 

  潮流 海流 

環

境 

流速 正弦波状・周期的に変化 ほぼ一定 

流向 周期的に反転 ほぼ一定 

資源量 小 大 

設置水深 浅海域（着床式可能） 比較的深海域 

技

術 

設置難易度 小 大 

ロータ※1 全流向型（2 流向型）※2 単流向型 

負荷変動 大 小 

起動性 低流速での高い起動性が必要 
起動性よりも設計流速における

発電性能を重視 

※1：一部にはロータを用いないものもある（後述）。 

※2：流向により単流向型の発電装置全体の方向を変える方式もある。 
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5.1.1  技術の歴史 

潮流・海流発電の研究開発は、1970 年代に始まったと言われている。我が国では日本大学

がダリウス（Darrieus）型水車を開発し、愛媛県今治市沖の来島海峡において 1983 年に世

界で初めて潮流発電に成功した（図 5.1.3）。また、2008 年に九州大学は長崎県平戸市の生月

大橋においてダリウス・サボニウス（Darrieus-Savonius）混合水車を用いた実海域実験を行

った（図 5.1.4）。実用面では、2002 年に海上保安庁が明石海峡に浮灯標電源用の小型の潮流

発電システムを設置したが、電力供給用の潮流発電システムの実用化には至っていない。 

 

 

図 5.1.3 日本大学の実験水車（ダリウス型、1986～1988 年） 
（出典：木方靖二、塩野光弘、1992） 

 

 

図 5.1.4 九州大学の実海域実験（ダリウス・サボニウス混合水車） 
（出典：経塚雄策、2014 による図を一部改変） 

 

近年では、NEDO による実証研究が実施されている。詳しくは次節で紹介する。 

技術的な課題は、NEDO により表 5.1.2 がまとめられている。この表には、他の再生可能

エネルギーにも共通する幅広い内容が網羅的に含まれている。潮流・海流発電では、特に高

効率化、低価格化、信頼性および保守整備（メンテナンス）性が重要と考えられる。 

  

ダリウス型

サボニウス型
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表 5.1.2 潮流・海流発電の技術課題 

技術課題 解決策・要素技術 

発電コスト

の削減 

発電効率の向上 

 発電機の高効率化 

 適地の選定（海洋環境の調査・モニタリング、

マップ化 

 ヨー角の最適制御 

イニシャ

ルコスト

の削減 

設備費の削減 

 大量生産による量産効果 

 材料の低コスト化 

 係留コストの削減 

 送電線コストの削減 

施工費の削減  低コスト施工技術の確立 

ランニングコストの削減  メンテナンスコストの削減 

高耐久化 

海洋環境への対応 

 海洋生物の付着防止（防汚塗料の塗布、音・超

音波システム、オゾンガスの海洋混合等） 

 塩害・さびの防止（防腐食塗料の塗布等） 

 漏水防止、密閉技術 

機器に係る負荷の緩和 
 キャビテーションの防止 

 乱流強度、乱流状況の把握 

管理・運用 

出力の平滑化（主に潮流発

電） 

 エネルギー貯蔵（フライホール、油圧アキュム

レータ、圧縮空気タンク、電池、熱エネルギー

等） 

設備の維持管理・故障の防止 

 モニタリングシステム、遠隔操作システム 

 海洋環境の予測システム 

 海水中の浮遊物の除去 

環境への影響  実証試験による基礎データの収集 

（出典：NEDO、2010 による表を参考に作成） 

 

我が国周辺では流速の大きい海域があまり多くないため、全体としての発電量を上げるた

めには低速でも稼動する水車が望まれる。発電機等の改良も行う必要があるが、ロータにつ

いては、図 5.1.4 のように効率の良いダリウス型と起動性の良いサボニウス型を組み合わせ

る工夫が行われている。また、ダリウス型のブレードは、回転に伴って角度が 360deg 変化す

るため、流れに対する迎角が大きく変化し、必ずしも常に最適な条件で稼動するわけではな

い。そこで、ブレードの角度を制御にして起動性と効率を上げる研究も実施されている（図 

5.1.5）。ただし、制御パラメータは流向によって変える必要が生じる。このアイデアは、フォ

イト・シュナイダー・プロペラ（Voith-Schneider propeller、垂直軸型全方向推進器）の技術

を逆に使ったものといえる。 
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図 5.1.5 ダリウス型可変ピッチ水車 
（出典：居駒知樹等、2014 による図を一部改変） 

 

また、水車に流入する流速そのものを高くするため、シュラウド（shroud、側板）を付加

する工夫も行われている（図 5.1.6）。風車と同じ原理で発電量は流速の 3乗に比例するため、

起動性の向上とともに発電量を増加させる効果も大きい。 

 

 
図 5.1.6 シュラウド付潮流タービン 

（出典：Kyozuka Y. et al.、2012） 

 

大型の水平軸風車では、機器の安全性を保つため、定格風速以上でブレードピッチ角を調

整して風を逃がし、発電量（回転数）を一定に保つことが通常である。しかし、海流・潮流発

電装置に防水仕様の同様な機構を設けることは、機器の大型化とコスト上昇を招く。また、

信頼性の面からも複雑な機構はできるだけ避けた方が良い。そこで、流速が高い場合にブレ

ードが適当な角度にねじれ、負荷を低減する弾性タービンが考案されている（図 5.1.7）。 

  

ブレード
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図 5.1.7 弾性タービン 
（出典：山口一、2011） 

 

その他にも、例えばロータを前後に配置して二重反転方式とし、上流側ロータ後流のエネ

ルギーを下流側ロータで利用する方法など、様々な研究が行われている。 

 

5.1.2 構造形式 

(1) 発電機構の形式 

発電機構は、水平軸型タービン、垂直軸型タービン、往復運動型に大別できる。風車よ

りも開発の歴史が浅く、また規模も様々なことから、様々な形式の研究が続けられている。 

 

① 水平軸型タービン 

水平軸型タービンは、風車と類似のブレード形状を持ちブレードピッチ制御を行うも

のもあるが、海水の密度の大きさやキャビテーション防止等の観点からブレード形状も

様々なバリエーションが検討されている。 

図 5.1.8 の(a)は風車と同様のアスペクト比の大きいブレードを採用している。同図(b)

は、海水の密度が空気の約 800 倍であることを考慮してブレード形状を変化させている。

同図(c)は円筒ケースの内側にブレードを配置しており、魚類は中央を通過できるとして

いる。同図(d)は、飛行機の翼と同様なウィングレット（winglet）をブレード端に設け、

また二重化することで効率向上を意図している（5.2.1(1)参照）。 

この他にも、5.1.1 項で紹介したダクト（シュラウド）付きのものや弾性タービン等が

ある。 

 

  

流速

出
力

カットイン流速 最大流速

定格出力 固定ピッチ弾性タービン

可変ピッチ剛体タービン

理論出力曲線

固定ピッチ剛体タービン
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図 5.1.8 水平軸型タービン 
（出典：(a)AndritzHydro Hammerfest 社ウェブサイト、(b)EMEC ウェブサイト、(c)OpenHydro 社ウェブサ

イト、(d)広部智之等、2014） 

 

② 垂直軸型タービン 

垂直軸型タービンは、水平軸型のように開発事例は多くないが、流向の影響を受けな

いという長所から検討が行われている。図 5.1.9 に示すように、単純に浮体下に設置し

たものもある。一方、支持部の曲げモーメントを逃がすために柔軟な構造とし、ブレー

ド形状を工夫して、傾斜による発電性能低下を抑えるというコンセプトもある。 
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図 5.1.9 垂直軸型タービン 
（出典：（左上）Aqua-RET ウェブサイト、（右上）Albatross Technology LLC ウェブサイト、（左下）Blue 

Tidal Energy 社ウェブサイト、（右下）Tidetec 社ウェブサイト） 

 

③ 往復運動型 

図 5.1.10 に往復運動型の事例を示す。往復運動型の一つは、渦励振（VIV : Vortex 

Induced Vibration）の原理を用いたもの（図 5.1.10 左図）である。円柱の後方には図 

5.1.11 に示すようにカルマン渦が左右交互に発生し、これが起振力となって VIV が起こ

る。これを利用し、振動する円柱の根元に発電機を設置することで、エネルギーを取り

出すことができる。 

もう一つは振動翼型（図 5.1.10 右図）である。振動翼の問題は、魚の推進機構からヒ

ントを得た振動翼推進、あるいは波粒子の運動を利用した波食い推進として研究されて

いるが、発電への利用はこの逆問題といえる。 

なお、一般的に発電効率は、施設の投影面積を通過するエネルギーと発電量の比とし

て定義されるが、往復運動型は投影面積が条件によって変化するため、発電効率の定め

方が確立していない。 

 

 

図 5.1.10 往復運動型 
（出典：（左）岡山大学大学院環境振動エネルギー学研究室ウェブサイトの図を一部改変、（右）Aqua-RET ウェ

ブサイトの図を一部改変）  

Hydro-VENUS 振動翼型
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図 5.1.11 カルマン渦 
（出典：九州大学流体科学研究室ウェブサイト） 

 

以上述べたように、発電機構の形式は水平軸型、垂直軸型、往復運動型に大別できる

が、5.2 節と 5.3 節では、比較的研究開発が進んでいる水平軸型と垂直軸型について解説

している。 

 

(2) 支持構造物の形式 

潮流・海流発電施設の支持構造物は、着床式、浮体式および水中浮遊式に大別できる。 

着床式は、海底に基礎を置く形式である（図 5.1.12）。着床式風車で実績の多いモノパイ

ルの他にもいくつかの方法が検討されており、海底地盤や水深等の諸条件を考慮して使い

分けられるものと考えられる。なお、海面上の露出部がないものは、船舶の航行を妨げな

いという利点がある反面、保守は困難である。 

 

 

図 5.1.12 着床式発電施設 
（出典：Sea Generation 社ウェブサイト） 

 

浮体式は、浮力により水面上に一部が露出する形式である（図 5.1.13）。この形式は露出

部から内部にアクセス可能なため保守が容易である。一方、波浪荷重を受けるため、係留

ラインを含めて十分な強度を確保する必要がある。また、発電性能に大きな影響を与えな

いよう、動揺対策も必要である。 
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図 5.1.13 浮体式発電施設 
（出典：（左）EMEC 社ウェブサイト、（右）Albatross Technology LLC 社ウェブサイト） 

 

水中浮遊式は、海底・水面から共に離れた深度で稼動する形式である（図 5.1.14）。浮体

をベースにする形式も考えられるが、船舶の航行を妨げないよう大部分のコンセプトは係

留によって海底から支持されている。係留の本数を多くして位置保持機能を高めたものも

あるが（図 5.1.14 左下）、我が国で研究開発が進んでいるのは図 5.1.14 上図のように係留

本数を絞ったコンセプトである。この方式では、風見鶏効果によって流向の変化に対応で

きる他、保守のために浮上させることも可能である。なお、ロータ数は偶数のものが多い

が、これは回転に伴う反力としてのトルクを打ち消すためである。 

特殊なものに、揚力を利用する形式がある（図 5.1.14 右下）。これは凧が振れ回ること

と同じ現象を利用し、積極的に 8 の字運動をさせることで、海域の流速の数倍の流れをロ

ータに与えることを目的としている。 

 

 

図 5.1.14 水中浮遊式発電施設 
（出典：（上）NEDO、2015、（左下）Renewable Energy Focus ウェブサイト、 

（右下）Marine Energy Research 社ウェブサイト） 
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5.2 水平軸型 

5.2.1 基本メカニズム 

(1) ロータ 

ロータに係る流体力学的な基本メカニズムは風車と同一（3.1.1 項参照）であるが、水車

と風車を比較した場合、海水の密度は空気密度のおよそ 800 倍と大きな差があり、技術が

全く同一のものとはならない点に注意が必要である。例えば、飛行機のプロペラと船舶の

プロペラが異なる形状を有するように、ブレードの最適な形状には差異が生じる。これは

密度の差から、面積が同一であれば低回転数でも良好なエネルギー取得が可能とされるた

めである。また、浮力の有無から自重の影響が少ないことや、一様流の速さが異なること

も影響し、ブレード形状は風車と異なった比率／形状のものが提案されている。図 5.2.1 の

右側では、飛行機の翼と同様なウィングレットをブレード端に設けることで効率向上を

意図している。 

 

   

図 5.2.1 潮流・海流発電用プロペラ 
（出典：（左）Ramboll ウェブサイト、（右）NEDO、2014） 

 

(2) 支持構造に作用する荷重 

水車の支持構造は、大別して着床式、浮体式、水中浮遊式の 3 種類がある（表 5.2.1）。

前の二つは洋上風車でも見られるものであり、三つ目の水中浮遊式は水車独自の技術であ

る。水中浮遊式とは、水車タービン全体を水没させ、自重、浮力、そして係留反力のバラ

ンスによって位置保持する手法である。係留本数を絞ることでコストを抑えるとともに、

流向の変化に自動的に追随することを狙っている。システムによっては、追加で浮力調整

バラストを設置し、位置保持調整を容易に行えるものもある。 

このような支持構造の差異によって、支持構造に作用する荷重が異なる点についても注

意が必要である。また、着床式が位置変化を生じないのに対し、浮体式および水中浮遊式

では位置変化が生じる。支持構造物によって共通する荷重としては、ロータの発生する荷

重、潮流・海流力、波力、重力、浮力、海底面からの抗力がある。次に、支持構造ごとに異

なる荷重について検討する。 

着床式では、上記に示した荷重のみを検討すれば良い。次に浮体式では、係留に伴う係

留反力と、支持構造の動揺に伴う慣性力について検討する必要がある。また、水中浮遊式
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では、設置深度にもよるが、波の影響が比較的小さくなる可能性が高い。これは、微小振

幅波理論において波の軌道は水深に対して指数関数的に減少するためである。慣性力につ

いても考慮が必要な点は浮体式と同様である。 

 

表 5.2.1 支持構造物の形式と考慮すべき荷重 

荷重 

着床式 浮体式 水中浮遊式 

   

波 ○ ○ △ 

流れ ○ ○ ○ 

海底面抗

力 
○ ○ ○ 

重力 ○ ○ ○ 

浮力 ○ ○ ○ 

係留反力 ☓ ○ ○ 

慣性力 ☓ ○ ○ 

 

5.2.2 数値計算技術 

潮流・海流発電の設計にあたっては、前述の構造形式を踏まえ、適切な安全性を確保した

うえで建造、保守コストを低減させなければならない。本項では、その中でロータ性能と発

電施設全体の挙動に着目し、解析技術を概説する。 

 

(1) ロータ性能 

水平軸型水車のロータ性能解析には、先の風車の項目において示した翼素運動量理論が

利用できる。また、その他の理論として渦系の循環に着目した渦理論や渦理論と運動量理

論を組み合わせた局所循環法、加速度ポテンシャル法などが存在する。風車では、アスペ

クト比の大きい細長いブレードが使用されるため、2 次元理論をベースとする翼素理論が

適用できたが、水車のブレードには 2 次元的でないものもあるため、ブレードに適した理

論を選ぶことが重要である。 

近年では数値計算技術の発展により、汎用 CFD ソフトウェアを用いて翼まわりの 3 次

元流体流れを直接評価する方法もしばしば利用される。 

水平軸型の翼素運動量理論については 3.1.1 項にて述べたため、本項では割愛する。 
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① 渦理論 

 

 
図 5.2.2 渦理論の概念図 
（出典：Carlton J.S.、2007） 

 

渦理論は渦系からの誘導速度を直接推算する方法である（図 5.2.2）。翼面上では揚力

に釣り合うだけの循環量が発生し、この循環量は翼幅方向に分布を持つ。各翼幅位置に

おける隣り合う循環の大きさの差は、その点における翼幅方向の流体の速度差を生じ、

これが縦渦の原因となる。循環量が連続的に変化する翼の後方には無数の渦が連なって

おり、これが全体の渦系を形成している。渦理論は翼が作り出す渦（翼束縛、後縁渦、

吐き出し渦、翼端渦など）によって翼面上に誘起される速度を見積もる方法であり、翼

素運動量理論で直接扱えなかった 3 次元影響（翼端渦の影響）を考慮することができる。 

誘導速度の計算にはビオ・サバール（Biot-Savart）の法則を用いているが、その際、

ロータ翼を一本の渦線として扱う方法（揚力線理論（lifting line theory））と翼面上に配

置した渦群で扱う方法（揚力面理論（lifting surface theory））とがある（図 5.2.3）。 
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図 5.2.3 揚力面理論の概念図 

 

② 局所循環法 

局所循環法は、運動量理論の欠点を補い、かつ渦理論の複雑さ、および計算上の問題

点を取り除くために、誘導速度の算出過程を単純化した近似解法である。 

翼をN個の仮想的な楕円翼で近似し、その翼根側の吹き下ろしを無視することにより、

繰り返し計算なしで翼自身が出す誘導速度を計算する。先行翼が残していった誘導速度

は、時間的減衰を示す誘導速度変化率（減衰係数）を導入することによって、空間的・

時間的変化を推算している。この方法は、翼のピッチ角の変化や流れの乱れの影響を比

較的簡単に導入でき、また翼の作り出す後流の影響等も簡単に取り組むことが可能であ

る。計算上、発散の心配もなく、かつ計算時間が渦理論に比べて圧倒的に短く、その計

算精度は固定後流渦法と同程度である。この方法では翼が残す渦の大きさを評価する減

衰係数の推定が重要である。 

(2) 施設全体の数値解析 

浮体式風車の項目では、ロータの発生する荷重と支持構造の変位が相互に影響するため、

連成解析が重要であることを示した。潮流・海流発電施設についても、浮体式あるいは水

中浮遊式の支持構造を有する場合には、同様に連成解析を実施することが望ましい。特に、

例えば図 5.2.4 に示した海流発電施設は、左右に配したロータの荷重によってバランスを

とっているため、ロータ荷重変動が支持構造運動に影響し、またそれに伴う相対流向・流

速の変化がロータの発生荷重に影響を及ぼす。このような相互影響の強い系について施設

全体の挙動や安全性を検討する場合には、連成解析が重要である。ここでは、連成解析の

一例として、先に挙げた水中浮遊式双発海流発電施設について機構解析を実施する手法に

ついて概要を述べる。 

  

Constant body panels 

Constant μ wake panels

Wake marker

Vortex lattice segments

Emission line
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図 5.2.4 水中浮遊式双発海流発電施設の構成 

 

機構解析とは、マルチボディダイナミクス（MBD : MultiBody Dynamics）とも呼ばれ、

様々な部品（ボディ）で構成される機構・構造系（マルチボディシステム）の動きを、コン

ピュータを用いて解析し、ものづくりや研究に役立てる学問・技術である（図 5.2.5）。機

構解析では、複数の部品から成るモデルに、各部品の質量・慣性特性や拘束条件・強制変

位、荷重、重力などを定義することで、各部品に発生する運動（位置、速度、加速度）を時

刻歴で計算する。基本的には各部品を剛体として扱い、1 部品を 6 自由度で表現するが、

FEM モデルの導入も可能である。モデルの中に数多くの部品を取り込めるため、開発の自

由度は高いが、解析目標に対して適切なモデリングを行う必要がある。 

 

 
図 5.2.5 機構解析ソフトウェアの構成 

（出典：FunctionBay 社ウェブサイト） 

 

機構解析の実施に際しては、対象物体についてどのような特性を与え、力を設定するか

が重要である。ここでの説明に際しては、機構、外力の 2 点に着目して説明する。今回、

解析対象として想定する水中浮遊式海流発電施設は、図 5.2.4 に示したように二つのロー

タ（ブレード部および発電機機構を含むポッド）、ポッド同士を接続するクロスビーム、そ

ロータ

浮遊体

係留索

アンカー

ブレード

ハブ

クロスビーム

ポッド

係留系

流れ
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して海底面と繋がる係留系によって構成される。機構については、これらの部材をそのま

ま設定すれば良い。ただし、係留については全体の運動が大きくなった際のことを考慮す

ると、弾性体として設定することが望ましい。また、計算条件によっては海底面を設定し

接触判定を加える、あるいは水線面を設定して浮上した際の浮力変動を考慮する必要もあ

る。 

考慮すべき基本的な荷重は、ロータの発生するスラスト・トルク、重力、浮力、波力、係

留反力、潮流力、そして慣性力である。ただし、構造形式において述べたように、水中浮

遊式の場合は波力が相対的に小さいとみなすことが可能になる場合もある。スラスト・ト

ルクは、相対流向・流速によって時々刻々変化させるように設定させなければならない。

重力・浮力は鉛直方向の一定荷重として、各機構の重心あるいは浮心に作用させる。また、

運動に起因する荷重として慣性力（付加質量）と流体の抵抗についても考慮する必要があ

る。 

図 5.2.6 に示したのは、機構解析ソフトウェアの 1 画面である。荷重をモニターしたい

部分にジョイントを設け、分割したボディを接続している。係留ラインとの接続部は球体

ジョイントとして回転を自由にし、引張り力だけをモニターしている。その他のポッド中

央部、クロスビーム中央部、ロータ中央部、ブレード根は固定ジョイントとしているため、

ここに 6 分力ロードセルを設けた場合と同様に、直交する 3 軸方向の力と軸回りのモーメ

ントをモニターすることができる。 

 

 

図 5.2.6 機構解析ソフトウェアによる水中浮遊式海流発電施設のモデル 

 

5.2.3 水槽実験技術 

数値計算による連成解析は非常に有効な手段であるが、モデル化を行う上で何らかの近似

が入るため、特に潮流・海流発電施設のように実績のない構造物については、実現象を直接

計測できる模型試験が必要不可欠といえる。 

ここでは、最も複雑な挙動を示すものとして前項で取り上げた水中浮遊式双発海流発電施

設を例として、水槽試験法の概要を述べる。 
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(1) スケールの設定、外部条件の設定 

あらゆる模型試験について共通することであるが、海流発電施設の模型試験において最

初に決定することはスケール（縮尺）である。スケールの設定については、一般的な船舶・

海洋構造物試験と同様に、フルード数をまず合わせる。ロータの性能についてはレイノル

ズ数や周速比を合わせることが望ましいが、一般的には難しいため、それらをできるだけ

目標値に近づけた上で荷重を合わせることが多い。 

外部条件については、空間的・時間的に一様な流れをまず想定するが、地形影響の大き

い潮流の場合やロータ直径が大きい場合など、目的に応じて変更する必要がある。既に述

べたように、浮体式であれば波の影響も十分に考慮する必要があるが、水中浮遊式であれ

ば波の影響については考慮しないことも可能である。 

 

(2) 実験施設 

潮流を模型試験で再現するためには 2 通りの方法がある。一つは模型を曳航する方法、

もう一つはポンプ等を使用して水槽中に流場を作る手法である。ただし、後者の場合は膨

大な設備が必要になることと、一様流を作り出すことが技術的に困難であるため、一般的

には模型を曳航する手法が採用されることが多い。こちらの手法であれば、ロータ面に流

入する流れを全面一様に保つことが可能となる。ただし、ロータに一様流が流入する状態

の再現時間は水槽の全長と設定した一様流速度によって決まるため、十分な事前検討が必

要である。 

 

(3) 模型・計測項目・計測点 

模型について述べる前に、必要な計測項目について述べる。ここでは、例として図 5.2.7

のような水中浮遊式海流発電施設について考える。まず、もっとも重要な計測項目は、ロ

ータの状態、すなわち回転数、スラスト、トルクである。次に、模型の変位や係留張力も

計測する必要がある。また、図 5.2.7 に示す模型では、クロスビーム中央部に大きな荷重

がかかることも想定されるため、このような箇所の荷重計測も重要である。 

模型については、ロータ主要部、すなわちブレードから発電機構までの部分を最初に検

討すると良い。特に図 5.2.7 の双発水中浮遊式では、左右のトルクバランスが本体挙動に

影響を及ぼすため、流体力に起因するトルクを発電機構を模擬する制動モータのトルクで

調整できるように設定すると、様々な周速比での試験が実施しやすい。 

また、これは水中浮遊式に特筆されることであるが、静水中で水平を保つように本体の

浮心位置と重心位置、特に前後位置を一致させることが必要である。静水中で水平を保て

ない場合、曳航中にクロスビームに揚力が発生したり、スラスト荷重が水平ではない向き

に発生するため、力学的に釣合が複雑な状況になる。設計段階における十分な重量バラン

スの確認と、微小なトリム調整を行うための機構を設置することが重要である。加えて、

万が一の模型内部への漏水に備え、排水装置の設置が望ましい。 
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図 5.2.7 水中浮遊式双発海流発電施設の模型外形 
（出典：海上・港湾・航空技術研究所海上技術安全研究所提供） 

 

(4) レイアウト 

試験における機材レイアウトの一例を図 5.2.8 に示す。この例では、本体を除くと、運

動計測用の光学式カメラと動画撮影用のビデオカメラを別途設置した。また、係留点は水

底にあるという想定であるため、曳航台車から曳航用治具を下方に降ろし、係留支点を模

型より下に設置している。 

 

 

図 5.2.8 水槽試験レイアウトの例 
（出典：海上・港湾・航空技術研究所海上技術安全研究所提供） 
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5.3 垂直軸型 

5.3.1 基本メカニズム 

(1) ロータ 

既に述べたように、風力発電の発電形式はプロペラ式が主流となっており、それに合わ

せて本書でも同形式に絞った解説を行った。しかし、水車については、垂直軸型水車や抗

力型の水車についても実海域試験を含めた検討が行われている。特に、周期的に流れが反

転する潮流発電では、あらゆる向きの流れに対応できる垂直軸風車の特徴が有効に働くと

期待できる。また、風車と比べると、流体の密度の違いや自重の影響が相対的に小さくな

る点もこのような差を生んでいる。 

垂直軸型水車は、流れに対し直角方向の回転軸を有する水車である。主に揚力の作用に

より回転する水車を揚力型水車といい、高い周速度が得られる。ダリウス型などがこれに

含まれる。なお、風車におけるダリウス型は、上端下端が回転軸に固定され中央部が膨ら

んだ型式を指し、直線翼型と区別するが（図 3.1.2 参照）、水車では直線翼型もダリウス型

と呼ぶ。本書でもこれに従っている。 

一方、主に抗力の作用により回転する水車を抗力型水車といい、サボニウス型などがこ

れに含まれる。抗力型水車は、高い回転速度を得ることはできないものの、回転力（トル

ク）が大きいことが利点である。 

揚力型水車の動作状況を図 5.3.1 に示す。ブレード断面は翼型のものが多い。ブレード

が 360deg 回転するため、流れに対する迎角は大きく変化する。定常回転に達し周速比が

ある程度大きくなれば、実際のブレードの迎角は小さくなり、翼として効率的に作動する

範囲の変動に収まる。しかし、停止時や低回転状態ではブレードが失速して揚力を発生し

ない。このため、起動時のトルクが小さいことが欠点となっている。また、迎角がある程

度変動することが避けられないため、発電効率は水平軸型よりも小さい。 

 

 

図 5.3.1 揚力型水車の動作状況 

 

抗力型水車について、サボニウス型風車（図 5.3.2）を例にとって考えてみる。サボニウ

ス型風車は、円筒を縦半分に切った形の受風バケットを向かい合わせて中心をずらして取
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り付けた形となっている。バケットの凹部と凸部は、ともに風の力を受け抗力を発生する

が、抗力係数が異なるため、風車が一方向に回転することになる。物体形状と抗力（係数）

の関係を表 5.3.1 に示す。 

 

 

図 5.3.2 サボニウス型水車の原理 

（出典：牛山泉、2005 による図を参考に作成） 

 

表 5.3.1 物体形状と抗力係数 

 

（出典：牛山泉、2005 による表を参考に作成） 

 

バケットに作用する圧力は、流入風速からバケット周速度を引いた相対流速の自乗に比

例するため、圧力は回転停止時に大きく、起動トルクを大きくすることができる。逆に、

周速比の増加とともに相対流速が小さくなるため、トルクは急速に小さくなる。また、パ

ワーはトルクと回転数の積に比例するため、高速回転ができない抗力型の最大効率は揚力

型よりも低くなる。図 5.3.3 は、その関係を概念的に示したものである。垂直軸風車の文

献からの引用であるが、垂直軸水車でも同様である。 
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4
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図 5.3.3 揚力型水車と抗力型水車のトルク特性 

（出典：牛山泉、2005 による図を参考に作成） 

 

水車の性能を表すパワー係数、スラスト係数、トルク係数の定義は、水平軸型と同一で

ある。周速比も水平軸型と基本的に同一で、ブレードの速度と水車の影響を受けない上流

側の風速の比を言う。 

ソリディティは定義が異なるため次式に示す。図 5.3.4 に示すように水平軸型水車のソ

リディティは、回転面の面積に占めるブレードの投影面積の割合であるが、垂直軸型では

ブレードが通過する円周に占めるブレード長の比であって、流速方向に投影した面積比で

はない。 
 

 
R

BC




2
  （5.3.1） 

 

 

図 5.3.4 垂直軸型水車のソリディティ使用係数の定義 

 

(2) 支持構造に作用する荷重 

基本的な支持構造は水平軸水車と変わらない。現段階では、着床式あるいは浮体式によ

る検討が主で、水中浮遊式による計画は無いようである。 
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5.3.2 数値計算技術 

垂直軸型潮流・海流発電装置の設計技術については、概ね水平軸型のものと同様 39 の考え

方ができる。すなわち、実機の輸送、設置から運転、メンテナンス等、本体が受けうるあら

ゆる荷重条件について適切な安全性を確保し、かつコストを低減していくということである。 

しかし、垂直軸型では、流れに対するブレードの迎角が回転角によって変化する。また、

下流側のブレードは、上流側ブレードの後流の影響を受ける。したがって、プロペラ型の風

車・水車のロータ性能解析で示した翼素運動量理論は、水平軸水車とやや異なるアプローチ

が必要になる。また、CFD 解析においても、迎角が非定常に変化する影響や複雑な後流中に

おけるブレードの力を適切に考慮することが必要になる。 

これらの手法は複雑になるため、ここでは参考に垂直軸型の翼素運動量理論を示すに留め

る。 
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参考 垂直軸型の翼素運動量理論 

水平軸水車・風車では、ブレードへの流入速度と迎角は一定であったが、垂直軸水車では、

ブレードの位置（回転角）によって個々のブレードへの流入速度と迎角が異なる値を取る。し

たがって、水平軸型に適用した翼素運動量理論（3.1.1 項参照）とは、やや異なる扱いが必要で

ある。 

 

1. 翼素理論 

図参-1 によって説明する。アーム半径を R 、回転角速度を とする。また、一様流の流速

を V 、ロータ流入速度を m
V 、回転角を、ブレードへの相対流入速度を R

V 、相対流入速度と

周方向とのなす角を  とする。 

 

 

図 参-1 垂直軸水車ブレードへの流れ 

 

ここで、幾何学的な関係によって、ブレードへの相対流入速度 R
V の周方向成分 t

V ならびに法

線方向成分 nV は次のようになる。 
 

  sinmt VRV   （参-1） 

 cosmn VV   （参-2） 

 

この両者より、相対流入速度と周方向のなす角  は次のように表現できる。 
 

Normal axis

Drag

Lift

Tangential axis
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 






 

t

n

V

V
1tan  （参-3） 

 
























 







sin

cos
tan 1

mV

R  （参-4） 

 
 

また、相対流入速度 RV は次のようになる。ここで、一様流 V からの流場の減速を考慮した

周速比 * を導入することも可能である。 
 

  
2

1
2

22

1sin21 

























 


mm

ntR

V

R

V

R
Va

VVV

　　  （参-5） 

  a


1


  （参-6） 

    2

1

2 1sin21  
 VaVR  （参-7） 

   2

1

2 1sin21   aVR  （参-8） 

 

ブレードへの相対流入速度から、揚力 L および抗力 D を次式で定義できる。ここでは簡単

のために直線翼を想定し、翼のコード長を c 、翼長を l とする。また、揚力係数 L
C 、ならびに

抗力係数 DC は、 を用いて定義するが、ブレードが初期取付角を有している場合は実効迎

角で定義する。 
 

 LR CclVL 2

2

1
  （参-9） 

 DR CclVD 2

2

1
  （参-10） 

 

また、ブレードに作用する力を周方向成分 tF と法線方向成分 nF に分解すると、周方向と

流入速度のなす角  を用いて次のように示すことができる。 
 

  cossin DLFt   （参-11） 

  sincos DLFn   （参-12） 
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以上で求めた周方向、接線方向の力から、一様流の軸方向の力 XF と軸に直交する方向の

力 YF を一様流とアームのなす角を用いて表現できる。 
 

  cossin ntX FFF   （参-13） 

  sincos ntY FFF   （参-14） 

 

XF をロータの周に沿って積分し、平均値を求め、かつブレード数 n を掛け合わせること

で、水車抗力 XF が求められる。 
 

   





2

0

cossin
2

dFF
n

F ntX  （参-15） 

 

一様流方向のロータの投影面積を A として抗力係数 FXC を定義すると、 FXC は次のように

整理することができる。 
 

 FXX ACVF 2

2

1
   （参-16） 

     




dCCCCV
R

nc
C DLDLRFX cossincossincossin

4

2

0

2   （参-17） 

 

後に述べる運動量理論から導かれる FXC に関する式と上式を連立させることで、流速の速度

低減率を算出し、水車に作用する力やパワーを導出することが可能となる。 

次に、周方向の力 tF とアーム半径 R によって、ロータに作用するトルクQ は次式に示さ

れる。 
 

   





2

0

cossin
2

dDL
nR

Q  （参-18） 

 

これを用いて、パワー P やパワー係数 pC とトルク係数 qC の関係を以下のように導出で

きる。 
 

 
RSV

Q
C q

2

2

1





 （参-19） 

 pACVP 3

2

1
   （参-20） 

 QP   

    qARCV 2

2

1
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

 qC
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R
AV


 3

2

1
            （参-21） 

 qp CC   （参-22）  
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2. 運動量理論 

3.1.1 項で紹介した運動量理論は水平軸風車を想定したもので、単一流管理論（SST : Single 

Streamtube Theory）と呼ばれている。これは、風車（水平軸水車も同様）を図参-2 のよう

に作動円盤と見なし、風車前後の流れ場を一つの流管として考え、この流管の中でのエネル

ギー収支から風車の流体力学特性を求める方法である。 

 

 

図 参-2 作動円盤に流入する流れのイメージ（再掲） 

 

3.1.1 項で述べたように、単一流管理論から抗力の式は以下のように導かれ、上に述べた翼

素理論の式とこれを連立させることで、流体力学特性を求めることができる。なお、aは軸方

向流速の誘導係数（induction factor、速度低減率）である。 
 

   2

2

1
14  AVaaFX   （参-23） 

 

一方、先に述べたように、垂直軸水車はブレードの位置によって流入速度と迎角が変化す

る。また、下流側のブレードは上流側のブレード後流の影響を受けるため、単一流管理論の

適用性は限定的である。そこで、ロータ軸を境界として流れ場を上流と下流に分け、さらに

主流と直角方向にも多数の流管を仮定する二重多流管理論（DMST：Double Multiple Stream 

Tube theory）が開発されている（図参-3）。図中では、流路が 6 本の流管に分けられ、それ

ぞれにアクチュエータが設定されている。アクチュエータとは、ブレードの効果を模擬した

平板であり、この作用によって速度 V の流れが各アクチュエータの位置で aV になり、さらに

後流では WV まで減速される。通常は、流管の数はより多く設定される。この手法では、単一

流管理論よりも精度を向上させることができるが、流管同士の相互影響を考慮できないなど、

モデルとして問題点も残っている。 
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図 参-3 二重多流管理論の概念図（下流側のアクチュエータは省略） 

 

  

アクチュエータ

ブレード経路

流管
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6 その他の発電システム 

前章まで、洋上風力発電（3 章）、波力発電（4 章）、潮流・海流発電（5 章）を取り上げた。こ

の他、研究開発が比較的進んでいる発電技術として、本章では潮汐発電と海洋温度差発電（OTEC : 

Ocean Thermal Energy Conversion）を紹介する。 

 

6.1 潮汐発電 

6.1.1 基本メカニズム 

(1) 潮汐エネルギーとは 

潮汐とは約半日の周期に海面が変動する現象である。この現象の原因は主に月および太

陽などの天体と地球との相対運動によって生じる引力と遠心力の合力である潮汐力を用い

て説明することができる。 

まず月から受ける引力は、物体間の距離の 2 乗に反比例して小さくなるので、図 6.1.1(a)

のように地球上では月に面している方が強く引っ張られるが、反対側では弱い。地球と月

は引力と遠心力がつり合って安定的に連成運動し、その運動の中心は地球の重心から約

4700km からずれた両天体の共通重心であり、地球も運動している。したがって、地球の

重心は共通重心点のまわりで回転運動するが、地球上の他の点についても重心と同じよう

に回転運動するため地球上の点では同図(b)のように全て同じ大きさの遠心力が働くこと

になる。よって、潮汐を生じさせる力、潮汐力はこの二つの力の合力なので、同図(c)のよ

うに作用する。そのため地球上の海面は月に面した側と反対側でも高まることになり、1 日

1 回の自転によって 2 回の満潮を生じることとなる。 

ただし、実際には月の軌道面は地球の赤道面に対して約 25deg 傾いており、その影響に

よって海面の水位は緯度が 25deg 付近で最大になる。また地球が自転する間にも月は地球

の周りを移動するので、月に対する周期は長くなる。月による潮汐力が最も大きい半日周

期の潮汐を主太陰半日周期分潮（M2）というが、その周期は約 12 時間 25 分である。 
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図 6.1.1 月の潮汐力 

 

また、月以外の天体からも潮汐力を受ける。図 6.1.2(a)のように地球に対して月と太陽

が一直線上に並ぶと、月と太陽の潮汐力が合わさり、大きな潮汐を生む。このときを大潮

といい、一日の満潮と干潮の潮位差が大きくなる。逆に同図(b)のように月と太陽が直角に

なると、月と太陽の潮汐力が相殺されて小さな潮汐となる。これを小潮といい、一日の満

潮と干潮の潮位差が小さくなる。大潮と小潮は新月から次の新月までの間に 2 回ずつ現れ

る。また、潮汐現象は月と太陽以外にも、金星、火星、木星などの天体からも影響を受け

る。太陽系の天体運動は観測によって詳細に調べられており、天体の理論から潮汐力の振

幅と周期が計算できる。 

  

earth moon

earth
moon

(a)月の引力 (b) 共通重心での回転の遠心力

earth

moon

Tidal range

(c) 引力と遠心力の合力
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図 6.1.2 大潮・小潮時の月と太陽の位置関係 

 

地球表面上の同じ場所で潮の干満が 1 日 2 回現れるのは、地球の自転によって月に近づ

いたり、離れたりするためであるから、月との距離が自転によってあまり変化することの

ない地域では、潮位差はほとんどない。一方で、月との距離が最も変化する赤道付近では

潮位差は最も大きくなるのであろうか。引力と遠心力の合力の全てが海水を動かす力とな

り、かつ海水の移動速度が大きくてわずか 6 時間で地球を 1/4 周することができれば、そ

うなるが、現実にはそのようなことにはならない。海水を動かす力は地球表面に沿う方向

でなければならないが、低緯度地域では鉛直方向の成分となり、それは重力に比べてはる

かに絶対値が小さい。そのため、いくら大きな水平力が働いても、海水の移動速度はせい

ぜい時速 10km であり、6 時間で地球 1/4 周分動いて、海水が集中することは不可能であ

る。実際の潮位差は海水の運動による慣性、水深や地形の影響が大きい。日本では気象庁

（73 地点）、海上保安庁（20 地点）、国土地理院（25 地点）などが各地で潮位の観測を行

っており、観測から、潮汐調和定数として分潮ごとの振幅と位相を公開している。通常、

実際の潮位差と潮汐調和定数を用いた計算値の差は非常に小さい。 

満潮時と干潮時の潮位差が大きいほど大きな潮汐エネルギーが得られる。全世界の海洋

の潮位差を図 6.1.3 に示す。色が青いほど潮位差が小さく、赤いほど大きい。図 6.1.3 か

ら、アジアでは黄海や東シナ海などに面した中国や韓国、南北アメリカ大陸ではカナダ周

辺、ヨーロッパ大陸の大西洋岸も、アフリカ大陸の東海岸やオセアニアにも大きな潮位差

が見られる。こういった海域では潮汐発電導入のポテンシャルが高い。 

一般的に海域の平均潮位差 5m 以上が実用化の目安となっている。諸外国には 10m 以上

moon

(Full or new)

earth
sun

Lunar Tide

Solar Tide

moon

(quarter phase)

earth sun

Lunar Tide

Solar Tide

(a) 大潮時
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第 6章 その他の発電システム 

-239- 

 

の場所が数多く存在するが、日本では図 6.1.4 に示すように平均潮位差の大きい有明湾で

5m 程度であり、日本には 5m 以上の地点は存在しないため、ポテンシャルは低いとされて

いる。 

IEA-OES の年次報告書によれば全世界の潮汐エネルギーは 300TWh/year 以上であり、

潮流エネルギーはおよそ 800TWh/year 以上と試算されている。実際の発電を考えた場合

は、潮位差が大きいことに加えて電力マーケットが近傍に存在することなど適地が限られ

るため、賦存するエネルギーのうち利用できるエネルギーは限定的となる。 

 

 
 

図 6.1.3 世界の潮位分布 
（出典：OCEAN ENERGY SYSTEMS、2011） 

 

 
図 6.1.4 日本の潮位差および潮汐エネルギーマップ 

（出典：NEDO、2001） 

  



第 6章 その他の発電システム 

-240- 

 

(2) 潮汐エネルギーの利用の歴史 

潮汐エネルギーを生活で利用した技術は、古くは 1086 年の英国の最初の土地台帳

（domesday book）の中にある潮汐水車と考えられる。潮汐水車は、中世から産業革命ま

での 800 年間以上は使われており、長い歴史のある海洋エネルギー装置といえる。現在も

英国と米国に稼働可能な潮汐水車があり、歴史的建造物として保存されている。 

潮汐水車は、外界とダムによって囲まれた潮汐池の間に設置される。一般の河川水車と

異なり、水車の前面に設置された水門の開閉によって水量と水車の回転をコントロールす

る。水車と水門、粉引き器などを覆う小屋が建てられ、潮汐水車小屋と呼ばれる。潮汐エ

ネルギーの利用は、一回の干満について(a)開放（貯水）、(b)閉門、(c)開放（水車駆動）の

ような手順で行う（図 6.1.5）。(a)潮が満ちると水門を開けて潮汐池に海水を貯め、(b)満潮

となった時点で水門を閉じ、(c)その後、外海の水位が十分に低くなったら水門を開けて水

車を回し、動力として利用する。潮汐エネルギーは、天体運動によって生じるため天候に

関係なく、一定の周期で現れるので予測しやすく、計画が立てやすい点が大きなメリット

である。 

 

 

図 6.1.5 潮汐水車の運転 
（出典：Tide Mill Institute ウェブサイト） 

 

潮汐発電は潮汐の干満を利用するものであるが、干満による海水の流れは非常に遅く、

そのままでは利用できない。そのため一般には図 6.1.6 のように堤防を築き、貯水池を作

り、堤防の一部に水門を設けて海水の出入りをコントロールすることにより、海と貯水池

の間に大きな水位差を作る。この水位差により水の流れを発生させ、それにより発電機を

回す。 

  

(a) 開放（貯水） (b) 閉門 (c) 開放（水車駆動）
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図 6.1.6 潮汐発電システムの例 

 

満潮時に貯水した海水の位置エネルギーを利用するため、潮汐発電が持つポテンシャル

エネルギーは、以下のように計算できる。 

満潮時の貯水した海水の位置エネルギー gE は、式（6.1.1）となる 
 

 2

2

1
gAHgzdzAEg     （6.1.1） 

 

ただし A は貯水池の面積、 H は水位差、  は海水密度、 g は重力加速度である。 

この水の位置エネルギーが潮汐発電の発電量に変換されたとすると、1 日に干満は 2 回

発生するので、潮汐発電の一日当たりのエネルギーは 2 倍となる。その時の 1 日の平均出

力 AVEW は、式（6.1.2）となる。 
 

 ][116.0
243600

2

2

WAH
gAH

WAVE 





 （6.1.2） 

 

実際にはタービンの効率、伝達効率、発電効率などの変換効率 を考慮し、式（6.1.3）

となる。
 

 ][116.0 2 WAHWAVE   （6.1.3） 

 

潮汐発電所に適地である条件は潮汐の規模、すなわち潮位差が大きいことであり、式

（6.1.3）から潮汐発電の発電量は潮位差の 2 乗に比例することがわかる。また、もう一つ

の条件として地形が挙げられる。入り口が狭く、内部が広い湾に建設することができれば、

小さな堤防を作るだけで大量の海水を利用でき、発電所の建設コストは低くなる。 

 

Sea

Water pool

Water level 

difference: H

Tidal power converter

Velocity: V

Water pool area: A

Generator
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6.1.2  構造形式 

潮汐発電の分類には、貯水池の様式と潮位差によって得た位置エネルギーを変換する発電

タービンの様式で分けられる。 

(1) 貯水池の分類 

① 1 貯水池 1 方向発電方式 

1 貯水池 1 方向発電方式には満潮時に発電する方法と干潮時に発電する方法の二つの

方法がある。韓国の Sihwa Lake Tidal Power Station（始華湖潮汐発電所）は満潮時発

電であり、カナダの Annapolis Royal Generating Station は干潮時発電である。 

満潮時発電では貯水池側を低水位に保ち、海側が高水位になったら両社の水位差を利

用して発電を行う。手順としては下げ潮時には水門を開けており、干潮になったら水門

を閉める。その後、満潮になるまで待ち、海と貯水池の水位差が十分大きくなったとき

に発電機の水路を開き発電する。 

干潮時発電では、図 6.1.7 に示すように、上げ潮時に水門を開けて貯水池に海水を入

れ、満潮になったら水門を閉める。その後、干潮になるまで待ち、海と貯水池の水位差

が十分大きくなったときに発電機の水路を開き発電する。これらの方式では貯水池と海

側の水位差を生じる時間などの待機時間が 65%と長く、稼働率が低いことが欠点となっ

ている。 

 

 

図 6.1.7 1 貯水池 1 方向発電方式 
（出典：日本海洋開発建設協会海洋工事技術委員会、2006） 

 

② 1 貯水池 2 方向発電方式 

1 貯水池 2 方向発電方式は、1 貯水池 1 方向発電方式の低い稼働率を解決するために

考えられた方式である。フランスの Rance Tidal Power Station や中国の Jiangxia Tidal 

Power Station（江厦潮汐発電所）がこの方式である。図 6.1.8 に示すように、満潮時に

は海側から貯水池側に、干潮時には貯水池側から海側に水流を作り、双方向に発電する

方式である。これにより待機時間が 50%程度までに改善できる。  
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図 6.1.8 1 貯水池 2 方向発電方式 
（出典：日本海洋開発建設協会海洋工事技術委員会、2006） 

 

③ 2 貯水池形 1 方向発電方式 

1 貯水池方式では稼働時間に限界があるため考えられたのが、図 6.1.9 に示す 2 貯水

池方式である。この方式では貯水池を 2 つ作り、一方を高貯水池、もう一方を低貯水池

にする。以下のような手順で発電する。 

 

a)  海側の水位が高いときには、高貯水池側の水門を開けて海水を入れる 

b)  海側の水位が高貯水池側より下がったら、水門を閉じる 

c)  海側の水位が低貯水池側より下がったら、低貯水池側の水門を開けて排水する 

d)  海側の水位が低貯水池側より上がったら、低貯水池側の水門を閉める 

これを繰り返す。 

 

この方法で海水は、海→高貯水池→低貯水池→海のように循環する。高貯水池と低貯

水池には常に水位差があり、連続的な発電が可能となる。しかし、この方式では総発電

量は 1 貯水式に比べて低いことが試算されており、また、貯水池を二つ作るための堤防

建設費が大きくなるなどの欠点のため、実際に建設するまでには至っていない。 
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図 6.1.9 2 貯水池形 1 方向発電方式 
（出典：日本海洋開発建設協会海洋工事技術委員会、2006） 

 

④ ラグーン 

従来の方式では天然の河口を利用し、ダムを建設するものであるが、海水の動きを完

全に堰で止めるものである。図 6.1.10 に示すように、防波堤を築いて特定の海域を囲い

込み、人工的にラグーン（人工潟）を外海に向けて造成する方式であるため、土地の制

限を受けにくく、適切な立地選定や最適な設計を行うことにより、建造コストを低くす

ることが可能である。発電は 1 貯水池 2 方向発電方式と同様に行うが、ラグーン内の区

画が一つだけのものと、幾つかの区画に分けたものが考案されている。複数区画の場合、

それらから一つずつ排水されることで、ほとんど連続して発電することができる。現在、

建造された実績はないが、英国ウェールズ南部の Swansea Bay で建設計画が立てられ

ている。 

 

 
図 6.1.10 ラグーン（人工潟） 

（出典：Aqua-RET ウェブサイト） 
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(2) 発電タービン 

かつての潮汐水車で用いられた水車は基本的に河川水車と同じ形式で、潮位差で得られ

た位置エネルギーを海水の運動エネルギーに変えて水車を回転させるものであった。水車

は、脱穀・製粉などの用途で石臼を回すために用いられたので、ゆっくり回転すればよか

った。一方、潮汐発電に用いる発電タービンはエネルギー変換効率や、初期費用や維持管

理費用などが求められる。近年、いくつかの発電タービンが存在し、ここでは潮汐発電に

用いられるものを三つ紹介する。これらのタービンは発電機の容量、収納場所の大きさや

メンテナンス性などによって最適なものが選ばれる。 

 

① バルブ式 

水車と発電機が一体となったもので、フランスの Rance Tidal Power Station や韓国

の始華湖潮汐発電所に使われている。図 6.1.11 に示すように、双方向の流れに対して同

じ回転方向になるよう、プロペラ翼は流れに対して根元で取り付け角が変わるピッチコ

ントロール機能をもっている。発電機が水中のためアクセスしにくく、メンテナンス性

が悪い。この機構は、発電機部分をモータとして駆動させることにより、海水を貯水池

に入れる揚水ポンプとしても利用できる。Rance Tidal Power Station で長年利用された

実績もあり、非常に信頼性は高い方式である。 

 

 

図 6.1.11 バルブ式 

（出典：Murdoch University ウェブサイト） 

 

② リム式 

リム式（図 6.1.12）はプロペラの外周に取り付けられた電磁石ロータ（electromagnet 

rotor）と外周ステータ（outer stator）により発電するもので、カナダの Annapolis Royal 

Generating Station で用いられている。発電機が陸部にあるためバルブ式に比べてメン

テナンス性が良いが、固定する発電機の調整が難しく、バルブ式と違い、揚水ポンプと

しても利用できない。 
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図 6.1.12 リム式 

（出典：Murdoch University ウェブサイト） 

 

③ チューブラ式 

チューブラ式（図 6.1.13）はタービンと発電機が比較的長いシャフトで連結されたも

のである。バルブ式、リム式に比べてメンテナンス性が良いが、長いシャフトによる振

動が発生しやすい、また、回転を反転させることができず揚水ポンプとしても利用でき

ないなどの欠点もある。 

 

 

図 6.1.13 チューブラ式 

（出典：Murdoch University ウェブサイト） 

 

6.1.3 開発事例 

潮汐発電所の歴史は長いため、世界では小規模から大規模まで多くが開発されている。表 

6.1.1 は世界の主な潮汐発電所である。その中でも大規模潮汐発電所である Rance Tidal 

Power Station と始華湖潮汐発電所の二つで 494MW であり、2012 年末の全世界の海洋エネ

ルギー発電所の設備容量 527MW のうち、93%を占めている。 

一方、国内では潮位差が最大で有明湾の 5m であり、国外に比べて潮汐エネルギーのポテ

ンシャルは低く、実用化されたものはない。これより、国別で潮汐発電所の詳細を示す。 
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表 6.1.1 世界の潮汐発電所 

発電所名 発電機容量 場所 運用開始年 

Rance Tidal Power 

Station  
240MW Brittany, France 1966 

Kislaya Guba Tidal 

Power Station 
0.4MW Kislaya Guba, Russia 1968 

Annapolis Royal 

Generating Station 
20MW Nova Scotia, Canada 1984 

Jiangxia Tidal 

Power Station 
3.9MW Wuyantou, China 1980 

Sihwa Lake Tidal 

Power Station 
254MW Ansan, Korea 2011 

（出典：NEDO、2013 による表を参考に作成） 

 

(1) フランス 

潮汐発電所として最も有名なものは長らく世界一の発電量であった Rance Tidal Power 

Station である（図 6.1.14）。Rance Tidal Power Station はブルターニュ半島の北側、ブ

ルターニュ地域圏イル=エ=ヴィレーヌ県の北端でサン・マロ湾に流れ込むランス川の河口

から 4km 上流に位置している。この海域の潮位差は最大 13.5m、平均で 8.5m であり潮汐

発電として最適地である。 

潮汐発電所に利用する計画は 1923 年に生まれており、長い基礎研究を経て、第二次世

界大戦後の 1960 年に長さ 750m、高さ 13m の堤防工事を開始した。1963 年に発電所の建

設を開始し、1966 年に完成、送電を開始したのは 1967 年である。工事を円滑に行うため

に一次的に海側と貯水池側にダムを作り、約 3 年間は完全に陸地化して工事を行った。 

堤防の中央部、長さ 330m の部分には 10MW の軸流タービンが 24 基据え付けられ、最

大出力が 240MW で、世界初の商用潮汐発電所であり、韓国の始華湖潮汐発電所に抜かれ

るまで世界最大であった。図 6.1.15 のような閘門、発電機室、固定堰、可動堰に分けられ

る。発電機室は長さ 390m、幅 33m の RC 構造部で内部は 28 区画に分けられている。

Rance Tidal Power Station は 1 貯水 2 方向発電方式であり、干潮時、満潮時の両方で発

電するために、直径 5.3m のバルブ式タービンはピッチコントロール可能である。また発

電機をモータとして駆動して、海と貯水池の潮位差が小さいときには揚水して潮位差を大

きくし、総発電量を大きくなるようにしている。 

年間 6 億 kWh、一般家庭の約 25 万世帯分の電力を供給している。建設費用は 6 億 2000

万フランで、これは 2010 年の貨幣価値に換算して 7 億 8800 万ユーロ相当と多額であった

が、その費用は長い運用により、すでに回収済みである。潮汐発電所の長期間運転は問題

がないことを実証しており、発電コストが安いことも分かった。通常の水力発電と異なっ

て海を利用しているが、その影響による土木施設の更新やタービンなどの交換は行われて
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いない。メンテナンスとしては 2 年に 1 回程度、タービン外側の貝などの付着生物を取る。 

建設中の 3 年間は完全に海から切り離したため、生態系への影響は少なからずあった。

稼働開始とともに海水の交換が始まると、新しい生態系が安定し、数年してヨーロピアン

シーバスやコウイカは回復したが、イカナゴやカレイは姿を消してしまった。生態系が戻

るまでに 15 年～20 年かかるとの報告もある。 

 

 
図 6.1.14 Rance Tidal Power Station 

（出典：Tidal Energy ウェブサイト） 

 

 

図 6.1.15 Rance Tidal Power Station の配置図 
（出典：日本海洋開発建設協会海洋工事技術委員会、2006） 

 

(2) カナダ 

Annapolis Royal Generating Station は、世界最大の潮位差約 16m をもつカナダ東部の

ファンディ湾に位置し、湾の発電開発計画の実証プラントとして建設され、1984 年から運

用開始された（図 6.1.16）。発電プラントの主要施設はタービンが組み込まれたコントロー

ルセンター、水位調節用水門、魚道、および送電施設から成る。Annapolis Royal Generating 

Station は、貯水池 1 方向発電方式で干潮時に発電する。タービンはリム式を採用してお

り、4 翼で直径 7.6m、重量は 148t である。コントロールセンターで発電された電気は、

送電ケーブルにより 80m 離れたサブステーションに送られ、さらに 4km 離れたアナポリ
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スロイヤル地区にある既存の変圧ラインを介し、高圧送電システムで地方へ送電される。 

設備の管理では防食が重要となる。水門部分にはエポキシ樹脂塗装による防食が施され

ているが、海水および潮風により腐食環境は悪いため、定期的な補修を行う必要がある。

一方、タービンに関しては、電気防食が施されており、腐食はほとんど見られない。 

 

 

図 6.1.16 Annapolis Royal Generating Station 
（出典：West Nova Eco Site ウェブサイト） 

 

(3) 中国 

中国の海岸線総延長は長く、豊富な海洋エネルギー資源が存在する。200 カ所近くの湾

や河口があり、開発可能な潮汐エネルギーによる発電量は約 20GW とされているが、その

多くが福建省、浙江省などのリアス式海岸に集中している。 

中国では 1958 年から各地で小型潮汐発電所の建設が始められた。それらの中で、最大

出力 40kW の能力を持つ浙江省沙山潮汐発電所は、現在も稼働中である。1970 年代になる

と、江厦（3900kW）、海山（150kW）、岳浦（75kW）、白沙口（640kW）、瀏河（150kW）

などに潮汐発電所が建設された。また 1989 年には、総発電量 1280kW の縦型貫流式発電

機を持つ福建省幸福洋潮汐発電所が建設された。 

江厦潮汐発電所は、1966 年から始まった干拓事業を 1972 年に計画変更して試験発電所

として建設された。1980 年に 500kW の 1 号機の発電を開始し、1985 年に 700kW の 6 号

機まで完成した。江厦潮汐発電所の発電様式は、満ち潮時、引き潮時の両方向で発電可能

な 1 貯水 2 方向発電方式で、直径 2.5m のバルブ式発電機によって発電総量は 3900kW と

なっている。ステンレス製タービン以外の設備には普通炭素鋼を使用しているため、腐食

による性能低下が発生した。そのため、腐食防止塗料により防食と生物付着防止対策を講

じたところ、3～5 年に一度のメンテナンスで、大きなトラブルは発生していない。その他

台風襲来時には、運転を停止するなど対策を行っている。 

 

(4) 韓国 

韓国の西岸は黄海に面しており、始華湖の位置では潮位差が最大 10.3m、平均潮位差

8.2m あり、潮汐発電に適している。 

始華湖潮汐発電所の全景を図 6.1.17 に示す。始華湖は元々、農地と工業用池造成のため
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に行われた干拓事業によってできた人工湖であり、長さ 12.7km の堤防で閉め切られた調

整池（面積 56.5km3）を淡水の貯水池として利用する予定であった。ところが 1994 年に堤

防が閉め切られて海から切り離されると、2 年後から極端に水質が悪化した。さらに造成

した工業団地からの排水には重金属が含まれており、農業用水として使えなくなってしま

った。そのため、1997 年からは水門を開放して海水を入れて、汚水を海に出した結果、始

華湖の水質は徐々に改善した。既設の水門幅は 50m しかなかったので、発電と水質改善を

兼ね備えた計画として、新たに堤防中央付近に潮汐発電所を設け、水の出入りを大幅に増

やすことに計画変更した。2003 年には潮汐発電所の正式な計画が成立、建設が始まり、

2011 年に一部送電に至った。総工費は 4 億 8700 万米ドルである。1 貯水池 1 方向発電方

式で満ち潮の時だけ発電が可能な満潮時発電で、発電タービンはバルブ式を採用している。

調整池の水位を-1m から-5m の間でコントロールし、日量 147 百万 m3 の海水を交流して

おり、水質改善が進んでいる。発電出力は 25.4MW の発電タービン 10 基で合計 254MW

であり、1966 年に完成し、長い間世界一であった Rance Tidal Power Station を抜き、世

界最大の潮汐発電所となった。 

韓国は始華湖以外にも黄海側に複数の潮汐発電所の候補地を選定しており、今後、実証

実験を経て商用運転に進む計画である。始華湖のすぐ北、北朝鮮との海上国境に面する江

華島（813MW）や始華湖から南西に 50km ほど離れた加露林湾などの巨大な計画が発表さ

れている。 

 

 

図 6.1.17 始華湖潮汐発電所 
（出典：韓国海洋科学技術院ウェブサイト） 
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6.2 海洋温度差発電 

海洋の表層 100m 程度までの海水には、太陽エネルギーの一部が熱として蓄えられており、

低緯度地方ではほぼ年間を通じて 26～30℃程度に保たれている。一方、極地方で冷却された海

水は海洋大循環（ocean circulation）に従って低緯度地方へ移動する。移動に従い周辺の海水と

の間に温度差が生じ、密度が相対的に大きい極地方からの冷たい海水は深層へと沈み込んでい

く。この表層水と深層 600～1,000m に存在する 1～7℃程度の深層水を取水し、温度差（図 6.2.1）

を利用して発電する。海洋温度差エネルギーは、昼夜の変動がなく比較的安定したエネルギー

源であり、季節変動が予測可能であるため、ベース電源として使え、計画的な発電が可能とな

る。 

 

 
図 6.2.1 海水温の鉛直分布 

（出典：上原春男、2013） 

 

6.2.1 技術の歴史 

海洋温度差発電は、19 世紀後半から始まり断続的に進歩してきたものである。1881 年、

フランスの物理学者Jacques-Arsène d'Arsonvalが海洋の温度エネルギーの開発を提案した。

その後、実際には、d'Arsonval の教え子の Georges Claude が、最初の OTEC プラントを

1930 年にキューバに建設した。このシステムは低圧タービンで 22kW の電力を作り出すこ

とに成功した（図 6.2.2）。 

また、1933 年～1935 年、Claude はブラジルの沖に停泊させた 10,000 トンの輸送船を使

った 1200kW の発電船を建設した（図 6.2.3）。 

これらのプラントは正味電力（発電した電力からシステムの動作に必要な電力を差し引い

たもの）を発生できるようになる前に、荒天により損傷した。 
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図 6.2.2 冷水取水管の設置状況 
（出典：Georges Claude、1930） 

 

 
図 6.2.3 1200kW の発電船 LA TUNISE 
（出典：Club des Argonautes ウェブサイト） 

 

1956 年、フランスの科学者たちは、コートジボワールのアビジャンに設置するために別の

3MW の OTEC プラントを設計した。しかし、そのプラントは非常に高価なために完成する

ことはなかった。 

1962 年、J. Hilbert Anderson と James H. Anderson, Jr.は効率を向上させるために研究

を開始した。1967 年にランキンサイクル（Rankine cycle）を改善して、新しい閉サイクル

（close cycle）を設計し、効率を向上させた。しかし、エネルギー政策が石炭と原子力に注視

されたため、この研究は注目を浴びずに終わった。 

米国において 1970 年代は、第四次中東戦争により石油価格が 3 倍に高騰したことで、

OTEC 研究開発が活発化した。OTEC システムで 1999 年までに 10,000MW の発電を目標に

した法律に、カーター大統領が署名した後、米国連邦政府は 2 億 6000 万米ドルを OTEC 研

究に注ぎ、1974 年には ERDA（Energy Research and Development Administration）設立

が計画され、NELHA（Natural Energy Laboratory of Hawaii Authority）をハワイ州ハワ

イ島コナ海岸のケアホレに設置した。ハワイ島は温度差のある表層水と深層水を揚水しやす

いため OTEC の最適地である。同年、ロッキード社が、OTEC の研究資金を全米科学財団か

ら受領した。ロッキード社、米海軍、マカイ海洋エンジニアリング、Dillingham 建設等によ

って、「ミニ OTEC」と呼ばれる世界初の系統接続した OTEC 設備を建設し、1979 年に 3 ヵ

月間発電した。 

1981 年、ロシアのエンジニアである Alexander Kalina がアンモニア水を使った研究を行
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い、OTEC 技術が大きく進歩した。この新しいアンモニア水を用いた手法は、閉サイクルの

効率を大いに改善した。 

この間、我が国では、1970 年に、東京電力がナウル共和国で 100kW の閉サイクル OTEC

プラントを計画し、建設を始めた。1974 年サンシャイン計画で海洋温度差発電の研究が加速

され、東京電力のプラントは、1981 年にナウル共和国で稼働、約 120kW の電気を発電した。

90kW はプラントの原動源に用いられ、残りの電気は学校等で用いられた。このプラントは

本格的に系統接続した世界初 OTEC プラントとなった。また、1982 年には九州電力が徳島

県大島郡の徳之島で 50kW の発電に成功している。 

1973 年に佐賀大学は海洋温度差発電の実験を開始し、1977 年には 1kW の発電に成功して

いる。その後、1980 年には島根県沖で海上実験を実施し、1985 年に 75kW の発電プラント

を完成させた。更に 1995 年には、新しく発明されたウエハラサイクル（Uehara cycle、発明

者の上原春男の名をとって名づけられる）をテストする目的で、4.5kW のプラントを稼働さ

せた。このウエハラサイクルは、アンモニア 90%と水 10%の混合物質の作動流体を用い、従来

のランキンサイクルにアンモニア蒸気吸収プロセスを加えることにより性能を改善したもので

ある。佐賀大学は、2003 年には伊万里市に基礎実験用 OTEC プラントが完成し、その後も

我が国で先導的な研究を行っている。 

一方、海外では、1993 年のハワイ州ハワイ島コナ海岸における、開サイクル（open cycle）

利用の実証プラント建設（210kW）、1997 年のインドにおける実証プラント建設（1000kW）、

2010 年のタヒチにおける 10MW プラントの実証実験などが特筆される。 

我が国では、2014 年より NEDO によって沖縄県久米島における 50kW 実証プラントが稼

働開始している。 

 

6.2.2 構造形式 

海洋温度差発電は、陸上から水上まで様々な形式が存在しており、施設を外殻で分類する

と図 6.2.4 のようになる。 

 

 

図 6.2.4 海洋温度差発電施設の分類 
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(1) 設置場所による違い 

① 陸上施設 

海に近い沿岸に施設を敷設する形式である（図 6.2.5）。海洋設置施設に比較して取水

管が長くなるが、建設・保守がしやすく、また海洋深層水の二次利用施設を設けるなど、

本項(7)に述べるような複合的な利用を行いやすい。 

 

 

図 6.2.5 沖縄久米島実証試験設備 
（出典：沖縄県海洋温度差発電実証設備ウェブサイト） 

 

② 海洋構造物 

a) 着底式 

陸地が近く浅い海に着底させて設置する形式。陸上施設と比較して、取水管の距離が

短い。また、浮体式に比較し海洋深層水の輸送距離が短い特徴がある。 

 

b) 浮体式 

海の上にプラントを浮かべる形式である。世界初の浮体式海洋温度差発電プラントは、

貨物船を改造して製作された。規模の大きい海洋温度差発電施設は、表層の海水が入れ

替わる必要がある。そのため、潮流がある沖合に浮体式として設置される。 

浮体式の主な形式は、船型、スパー型、セミサブ型、バージ型である。 

 

i) 船型 

他の浮体式に比較して、移動が容易である。既存の船を改造すれば、費用を安く抑え

ることができるため、開発初期の実験等に使用された（図 6.2.6）。 

  

http://otecokinawa.com/Project/OTECPlant.jpg
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図 6.2.6 MINI OTEC 
（出典：Cubasolar ウェブサイト） 

 

ii) スパー型 

図 6.2.7 にスパー型を示す。水線面が排水量に対して小さいため、揺れにくい特徴が

ある。また、深層水を汲み上げる距離が他の型式より少し短くなるため、冷水の汲み上

げに有利である。一方で高さ方向に長いため、機器の配置に難がある。 

 

 

図 6.2.7 Mini Spar OTEC 
（出典：Lockheed Martin 社、2011） 

 

iii) セミサブ型 

図 6.2.8 にセミサブ型を示す。浮体形状として水線面が小さいことにより、波浪によ

る力を受けにくいので、浮体運動が小さい。床の面積が広いため、機器の配置が自在で

ある。実証実験はなく、計画の段階である。 
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図 6.2.8 ハワイ OTECのセミサブ型コンセプト案 
（出典： Miller A.等、2012）） 

 

 

i) バージ型 

排水量を大きくすることで、揺れを小さくすることができる。床の面積が広いため、

機器の配置が自在である。図 6.2.9にバージ型のコンセプト案を示す。 

 

 

図 6.2.9 NEMOのバージ型コンセプト案 
（出典：Tidal Energy Today ウェブサイト） 

 

(2) 取水管 

冷水取水管は、深さ 600～1,100mから冷水の吸い上げを行い、管の径は発電量により決 
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定される。材質として、現在は、HDPE（High Density PolyEthylene、高密度ポリエチレ

ン）や FRP（Fiber-Reinforced Plastics、繊維強化プラスチック）等の軽くて丈夫な素材

が主流である。 

 

(3) 浮体施設の留意点 

下部に深層水組み上げの長い管があるので、動揺を抑える必要がある。また、取水管の

渦励振の抑制が必要である。 

 

(4) 発電機構の違い 

① 開サイクル 

Georges Claude が考案したサイクルで、図 6.2.10 に示すように蒸発器・凝縮器・タ

ービン・発電機から成るが､構造上作動流体を循環させる必要がないため､作動流体ポン

プは存在しない｡このシステムでは､蒸発器、タービン、凝縮器内をあらかじめ真空ポン

プで真空にしておく。次に､温海水を蒸発器内に導入して蒸発させて水蒸気を得る｡この

水蒸気を作動流体としてタービンに送り､タービンを回して発電を行う｡タービンから出

た膨張した水蒸気は凝縮器に入り､冷海水によって冷却され､海に排出される｡このよう

に、作動流体である水蒸気はサイクル内を循環しないので開サイクルと呼ばれる｡なお、

排出した水は飲料水としても使用できる｡このサイクルについては､日本ではほとんど研

究されていないが､フランス政府は現在でも積極的に研究を行っている｡OC-OTEC とも

呼ばれる。 

 

 

図 6.2.10 開サイクル 
（出典：佐賀大学海洋エネルギー研究センターウェブサイト） 

 

上記の他に、佐賀大学 OTEC 実験装置不知火 1 号（1974 年 4 月）や NELHA がハワ

イ島コナ海岸に建設した OTEC 実験装置（1992～1998 年）がある。 

 

② 閉サイクル 

主に蒸発器・凝縮器・タービン・発電機・作動流体ポンプからなる。蒸発器・凝縮器・
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タービンはパイプで繋がれていて､そこには作動流体が封入されている｡作動流体は､蒸

発器で高温熱源から熱を受け取り､タービンで仕事（発電機を回転させる）を行い､凝縮

器で低温熱源へ熱を捨て、再び蒸発器で熱を受け取り、これらの装置を循環する｡このこ

とから､閉サイクルと呼ばれる｡基本的にこのサイクルは火力や原子力発電所と同じであ

るが､低温熱源として約 5℃の深層水（冷海水）、高温熱源として約 18～30℃の表層水（温

海水）を使うことが異なる｡また、作動流体は各熱源の温度が低く､温度差も小さいこと

から 15～25℃で蒸発する物質を使用する｡この作動流体には、フロン 22（HCFC22）や

アンモニアが適当であると言われていたが､現在ではアンモニアと水の混合媒体が有望

視されている｡CC-OTEC とも呼ばれ、最近の OTEC では主流である｡ 

以下に、例を挙げる。 

 

 電子技術総合研究所（現在の国立研究開発法人産業技術総合研究所）の ETL-OTEC

（1975 年 9 月～） 

 米国ロッキード社他の Mini-OTEC［バージ形］（1979 年 8 月） 

 米国エネルギー省（DOE）の OTEC-1 実験プラント［バージ形］（1980 年 4 月～

1981 年 11 月） 

 ナウル共和国の陸上設置型 OTEC プラント［陸上設置型］（1981 年 10 月） 

 佐賀大学 OTEC 実験用プラント［陸上設置型］ 

 インド国立海洋技術研究所の SAGAR-SHAKTI［バージ形］（実験中止） 

 

a) ランキンサイクル（Rankine cycle） 

最も基本的な蒸気サイクルで、開発者の名にちなんで名づけられた。図 6.2.11 にラン

キンサイクルの模式図を示す。これは飽和水を給水ポンプで断熱圧縮してボイラに供給

する過程、ボイラで等圧加熱を行い過熱蒸気にする過程、原動機（一般には蒸気タービ

ン）で断熱膨張を行って仕事を発生させる過程、排気が復水器中で等圧冷却されて飽和

水となる過程の 4 過程から成る。 
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図 6.2.11 ランキンサイクル 
（出典：上原春男、中岡勉、1984） 
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1→2：タービンを回して、温度が下がる。 

2→3（7→8）：冷水と熱交換して凝縮する。 

3→4：ポンプで圧力を加えて温度を若干上昇させる。 

4→1（5→6）：温水と熱交換して蒸発させる。 

 

通常のランキンサイクルでは、乾き蒸気になる温度以上に加熱させるが、海洋温度差

発電では、乾き蒸気温度上限までの加熱になる。 

 

b) カリーナサイクル（Kalina cycle） 

アンモニアと水の混合物質等、2 種類の物質の混合物を用いたサイクルで、溶解熱を

利用し効率を高めたサイクルで図 6.2.12 に示す。開発者 Alexander Kalina の名にちな

んで名づけられた。 

 

 

図 6.2.12 カリーナサイクル 
（出典：上原春男等、1994） 
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c) ウエハラサイクル（Uehara cycle） 

カリーナサイクルを基に、タービンの途中から一部抽気（bleeding）して凝縮器の負荷

を減らすことにより効率を改善したサイクルを、開発者の上原の名をとり「ウエハラサ

イクル」と呼ぶ。図 6.2.に構成を示す。 

 

 

図 6.2.13 ウエハラサイクル 
（出典：西田哲也等、2005） 

 

③ ハイブリッドシステム 

閉サイクルと開サイクルを組み合わせたシステムであり、図 6.2.に構成を示す。基本

構造は閉サイクルであるが､蒸発器に導入する高温熱源が異なる｡閉サイクルでは、蒸発

器に温海水を直接導入するのに対し､ハイブリッドサイクルでは、一旦開サイクルの蒸発

器に温海水を導入し､そこで得られた水蒸気を高温熱源として使う｡このことから､閉サ

イクルに比べ､生物付着等による蒸発器の汚染がなく､性能の低下が防げる｡また、開サイ

クル同様､蒸発器から排出された水は飲料水として使えるため､淡水化技術の応用として

考えられている｡ 
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図 6.2.14 ハイブリッドサイクル 

（出典：佐賀大学海洋エネルギー研究センターウェブサイト） 

 

(5) 作動流体 

エネルギーを投入して温度差を作る冷蔵庫や冷房器具の逆反応であることから、作動流

体は、冷蔵庫や冷房器具に使われている流体を用いると効率が良い。開発初期に用いられ

た流体はフロン 22 やアンモニアである。現在では、規制や扱いやすさの観点から、アンモ

ニアやアンモニアと水の混合物が有望視されている。 

 

(6) 海洋温度差発電の適地 

表層と深層の温度差が年平均 20℃以上ある地域が適地である。図 6.2.は表層と深層の温

度差の図である。また、排水した冷水により温水の温度が低下しないように、潮流がある

海域が望ましい。 

 

 

図 6.2.15 表層と深層の温度差（年平均） 
（出典：NEDO、2013） 
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(7) 複合利用 

発電に利用した温水および冷水を更に副次的に利用することが期待されている。温水は

蒸留水の製造や食塩の生成へ利用することができる。冷水は海洋深層水を栄養源として利

用することや冷源としての利用が可能である。 

 

① 温水 

 淡水化して清水として利用 

– 温水を蒸留し、清水の生成 

– 淡水化した際の濃い塩水を利用しての食塩の生成 

 水素製造の原料として利用 

– 清水に水酸化ナトリウムを加え、水素の製造を行う。 

② 冷水 

 海洋深層水としての商業利用 

– 食品 

– 飲料水 

– 化粧品 

– 医療品 

 栄養源 

– 海水浮栄養化 

– 水産資源の養殖 

 冷源としての利用 

– ビル冷房 

– 土壌冷却して、寒冷地の野菜等の栽培 

 希少金属の回収 

– リチウムの回収 

 

6.2.3 開発事例 

(1) 米国 

2011 年、ハワイ州カウアイ島南西沖 20km にて 2.5-MW Mini-Spar の実海域実験を実

施した。水温の代表値は、温水 25.7℃、冷水 4.1℃、夏季は温水 27.6℃、冷水 4.0℃、冬季

は温水 23.1℃、冷水 4.4℃で、発電量は代表値 4.4MW、夏季、5.2MW、冬季、3.1MW で

ある。稼働に必要な電力を引いた正味発電量は、代表値 2.5MW、夏季 3.2MW、冬季 1.3MW

である。推定コストは 1 億 7000 万米ドルである。深さ 1,000m から直径 2.5m のパイプを

用い、毎秒 10.5 トンの冷水を汲み上げる。100 年再現の海象条件で、6.9deg のピッチ、

2.3m のヒーブ運動が見込まれる。 
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(2) フランス 

フランスでは、政府主導で海洋温度差発電の推進を行っている。 

欧州における海洋再生可能エネルギー事情を概観すると、波力・海流利用の発電分野で

は英国が先導的役割を担っている一方、海洋温度差発電の研究ではフランスがリーダー的

存在であるといえる。フランスにおける海洋温度差発電研究の歴史は大変古く、何より

1881 年に世界で最初に海洋温度差発電を考案したことに始まる。1950 年以降、フランス

でも石油価格が比較的安価であったことで研究開発は沈静化していたが、近年の地球温暖

化問題、石油価格高騰等の影響から、再び海洋温度差発電への関心が高まっており、フラ

ンス政府は国を挙げて研究開発を推進している。 

近年、フランス政府造船局（DCN：Direction des Constructions Navales）を前身とす

る DCNS 社が 2015 年までに 10MW 規模の実証機を建設する計画を発表した（図 6.2.）。

また、2009 年 4 月には、インド洋の仏領レ・ユニオン島地方政府と研究開発に関する合意

を締結し検討を開始すると共に、2010 年からはタヒチ島における実施可能性調査も行って

いる。特に、このタヒチにおける 5MW 規模の海洋温度差発電には、日本の海洋温度差発

電のエンジニアリング会社がフランス政府からの依頼で協力・参画している。 

 

 

図 6.2.16 フランス DCNS 社の仏領レ・ユニオン島における 10MW OTEC の構想 
（出典：DCNS 社ウェブサイト） 

 

(3) 沖縄県久米島 

実証プロジェクトの場所は「沖縄県海洋深層水研究所」の中にある。2013 年 4 月には発

電能力 50kW の実証試験設備（図 6.2.5）が運転を開始して、海洋温度差発電の中核技術

である熱サイクルの効率や熱交換器の性能を中心に検証を進めてきた。 

 

  

http://www.cybernet.co.jp/images/magazine/cybernet_news/archive/133/p14-15_fig06_l.jpg
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図 6.2.17 久米島における海洋温度差発電の複合利用 
（出典：NEDO、2013） 

 

久米島町では 10 年以上にわたり、海洋深層水を中心とした町の活性化を進めており、真

謝地区にある沖縄県海洋深層水研究所は 2000 年の開所以来、先頭に立って水産分野、農

業分野を中心に様々な複合利用技術を研究開発し、民間企業への技術移転を行ってきた。

図 6.2.に複合利用を図示する。 

水産分野では、クルマエビの生産に海洋深層水の冷熱性や清浄性を利用することで、種

苗生産技術が高度化し、その成果が民間企業に技術移転された。また、海藻類についても、

低水温性に加え富栄養性やミネラル特性を利用した種苗生産および陸上養殖技術の開発等

の研究に取り組んできた結果、夏季の高水温時の安定生産が困難であったクビレヅタ（海

ブドウ）の生産に海洋深層水を利用して水温調整を行うことで安定生産を可能にした。ま

た、海洋深層水に含まれる栄養塩を利用した養殖技術についても検討を重ね、その結果久

米島内の企業が 2004 年から養殖・加工販売を開始し、久米島の特産品として高い評価を

得ている。 

農業分野では、夏場に栽培が困難であるホウレンソウなどの葉もの野菜について海洋深

層水の冷熱を利用した根域冷却栽培を行うことで、年間を通じた安定生産に向けた開発を

進めてきた。2010 年 12 月には農業従事者や農業に関心のある島民を中心に「久米島海洋

深層水農業利用研究会」が発足し、海洋深層水を利用した農業の実用化に向けて動き始め

ている。海洋深層水の冷熱を利用した農業の進展によって、夏場における農業生産が可能

となり、島の経済に貢献することが期待されている。 
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